
 

 

 １ 贈与税の配偶者控除の特例  

（1）特例の概要 

婚姻期間が20年以上である配偶者から、①居住用不動産（信託財産が居住用不動産である場合

の信託に関する一定の権利を含みます。）の贈与を受けた場合又は②金銭の贈与を受けその金銭で

居住用不動産を取得した場合（贈与を受けた金銭を信託し、その信託の受託者が信託財産として

居住用不動産を取得した場合の信託に関する一定の権利を含みます。）で、①及び②の場合ともそ

れぞれの贈与を受けた年の翌年３月15日までにその居住用不動産を受贈者の居住の用に供し、か

つ、その後引き続き居住の用に供する見込みであるときは、基礎控除額（110万円）のほかに、贈

与された居住用不動産の価額と贈与を受けた金銭のうち居住用不動産の取得に充てた部分の金額

との合計額から2,000万円（その合計額が2,000万円に満たないときにはその合計額）を控除する

ことができます。 

（注）1 「居住用不動産」とは、専ら居住の用に供する土地若しくは土地の上に存する権利又は家屋で国内にあ

るものをいいます。 

2 店舗兼住宅などのように居住の用とそれ以外の用に供されている不動産である場合は、居住の用に供

している部分のみについて配偶者控除の特例が適用されます。 

 

（2）適用要件 

    この特例の適用を受けるためには、次の要件のいずれにも該当する必要があります。 

   イ 贈与者及び贈与を受けた財産等の要件 

要  件 

1 
贈与者は、婚姻の届出をした日から贈与を受けた日までの期間が 20 年以上である（受贈者の）配偶

者であること。 

2 
贈与を受けた財産は、国内にある居住用不動産又は国内にある居住用不動産の取得に充てるための金

銭であること。 

3 
２の居住用不動産に現在居住している又は贈与を受けた年の翌年３月 15 日までに居住する見込みで

あり、かつ、今後引き続きこの居住用不動産に居住する予定であること。 

4 過去に今回の贈与者からの贈与について、この特例の適用を受けたことがないこと。 

  

  ロ 申告等の手続 

この特例は、贈与税の申告書等に、この特例の適用により控除を受ける金額（配偶者控除額）

その他必要な事項を記載するとともに、33ページの表に掲げる添付書類を提出した場合に限り、

その適用を受けることができます。 

Ⅲ 特例の概要等 主な
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 ２ 住宅取得等資金の非課税  

（1）特例の概要 

平成 27 年１月１日から令和３年 12 月 31 日までの間に、父母や祖父母など直系尊属からの贈
与により、自己の居住の用に供する住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等（以下「新築
等」といいます。）の対価に充てるための金銭（以下「住宅取得等資金」といいます。）を取得し
た場合において、一定の要件を満たすときは、次のイ又はロの表の非課税限度額までの金額につ
いて、贈与税が非課税となります。 

 
○ 受贈者ごとの非課税限度額（注１） 

イ 下記ロ以外の場合〔住宅資金非課税限度額〕 

住宅用の家屋の種類 

 
省エネ等住宅 

（67ページ参照） 
左記以外の住宅 

平成 27 年 12 月 31 日まで 1,500 万円 1,000 万円 

平成 28 年 １ 月 １ 日から 
令和２ 年 ３ 月 31 日まで 

1,200 万円 700 万円 

令和２ 年 ４ 月 １ 日から 
令和３ 年 ３ 月 31 日まで 

1,000 万円 500 万円 

令和３ 年 ４ 月 １ 日から 
令和３ 年 12 月 31 日まで 

800 万円 300 万円 

ロ 住
〔特別住宅資金非課税限度額〕

宅用の家屋の新築等に係る対価等の額に含まれる消費税等の税率が 10％である場合（注２） 

住宅用の家屋の種類 

 
省エネ等住宅 

（67ページ参照） 
左記以外の住宅 

平成 31 年 ４ 月 １ 日から 
令和２ 年 ３ 月 31 日まで 

3,000 万円 2,500 万円 

令和２ 年 ４ 月 １ 日から 
令和３ 年 ３ 月 31 日まで 

1,500 万円 1,000 万円 

令和３ 年 ４ 月 １ 日から 
令和３ 年 12 月 31 日まで 

1,200 万円 700 万円 

(注)1 受贈者ごとの非課税限度額は、新築等をする住宅用の家屋の種類ごとに、受贈者が最初にこの特例
の適用を受けようとする住宅用の家屋の新築等に係る契約の締結日に応じた金額となります。 
なお、既にこの特例の適用を受けて贈与税が非課税となった金額がある場合には、その金額を控除

した残額が非課税限度額となります。ただし、上記ロの表における非課税限度額は、平成 31 年３月 31
日までに住宅用の家屋の新築等に係る契約を締結し、既にこの特例の適用を受けて贈与税が非課税と
なった金額がある場合でも、その金額を控除する必要はありません。 

また、平成 31 年４月１日以後に住宅用の家屋の新築等に係る契約を締結してこの特例の適用を受け
る場合において、上記イ及びロの表の非課税限度額のいずれも適用できるときは、これらの金額のうち
いずれか多い金額となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

2 個人間の売買で、建築後使用されたことのある住宅用の家屋（中古住宅）を取得する場合には、原
則として消費税等がかかりませんので上記ロの表には該当しません。 

3 この特例の適用を受けるためには、令和３年12月31日までに贈与により住宅取得等資金を取得する
だけではなく、住宅用の家屋の新築等に係る契約を同日までに締結している必要があります（住宅用
の家屋の新築等の日及び入居日などの要件については67ページ以降をご参照ください。）。 

（注３） 

（注３） 

住宅用の家屋の新築等 

に係る契約の締結日 

住宅用の家屋の新築等 

に係る契約の締結日 

○ 住宅取得等資金の非課税（災害に関する税制上の措置） 
【住宅取得等資金の非課税の再適用（72ページ参照）】 

１

※ 「被災者生活再建支援法第２条第２号に規定する政令で定める自然災害」とは、同法の適用
を受ける暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火その他の異常な自然現象により生
ずる被害をいいます。同法の適用状況については、内閣府ホームページをご覧ください。 
内閣府ホームページ【http://www.bousai.go.jp/taisaku/seikatsusaiken/shiensya_jyoukyou.html】 

２ 平成 21 年分から平成 26 年分までの贈与税の申告で「住宅取得等資金の非課税」の適用を受け
た受贈者について、その適用を受けて新築等をした住宅用の家屋が上記１の被災者生活再建支援

（注） 「被災者生活再建支援法第２条第２号に規定する政令で定める自然災害」以外の災害の場合は、
この措置（住宅取得等資金の非課税の再適用）の適用がありませんので、ご留意ください。 

法の自然災害により滅失をした場合で、一定の要件を満たすときは、この特例の適用を受けるこ
とができます。 

　平成 27 年分から令和元年分までの贈与税の申告でこの特例の適用を受けた受贈者について、
その適用を受けて新築等をした住宅用の家屋が被災者生活再建支援法第２条第２号に規定する政
令で定める自然災害（※）により滅失（通常の修繕によっては原状回復が困難な損壊を含みます。
以下同じです。）をした場合で、その受贈者が新たに贈与を受けた金銭を住宅用の家屋の新築等の
対価に充てて住宅用の家屋の新築等をするときは、既にこの特例の適用を受けて贈与税が非課税
となった金額がある場合であっても、非課税限度額の算定に当たっては、その金額を控除する必
要はありません。 
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 ２ 住宅取得等資金の非課税  

（1）特例の概要 

平成 27 年１月１日から令和３年 12 月 31 日までの間に、父母や祖父母など直系尊属からの贈
与により、自己の居住の用に供する住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等（以下「新築
等」といいます。）の対価に充てるための金銭（以下「住宅取得等資金」といいます。）を取得し
た場合において、一定の要件を満たすときは、次のイ又はロの表の非課税限度額までの金額につ
いて、贈与税が非課税となります。 

 
○ 受贈者ごとの非課税限度額（注１） 

イ 下記ロ以外の場合〔住宅資金非課税限度額〕 

住宅用の家屋の種類 

 
省エネ等住宅 

（67ページ参照） 
左記以外の住宅 

平成 27 年 12 月 31 日まで 1,500 万円 1,000 万円 

平成 28 年 １ 月 １ 日から 
令和２ 年 ３ 月 31 日まで 

1,200 万円 700 万円 

令和２ 年 ４ 月 １ 日から 
令和３ 年 ３ 月 31 日まで 

1,000 万円 500 万円 

令和３ 年 ４ 月 １ 日から 
令和３ 年 12 月 31 日まで 

800 万円 300 万円 

ロ 住
〔特別住宅資金非課税限度額〕

宅用の家屋の新築等に係る対価等の額に含まれる消費税等の税率が 10％である場合（注２） 

住宅用の家屋の種類 

 
省エネ等住宅 

（67ページ参照） 
左記以外の住宅 

平成 31 年 ４ 月 １ 日から 
令和２ 年 ３ 月 31 日まで 

3,000 万円 2,500 万円 

令和２ 年 ４ 月 １ 日から 
令和３ 年 ３ 月 31 日まで 

1,500 万円 1,000 万円 

令和３ 年 ４ 月 １ 日から 
令和３ 年 12 月 31 日まで 

1,200 万円 700 万円 

(注)1 受贈者ごとの非課税限度額は、新築等をする住宅用の家屋の種類ごとに、受贈者が最初にこの特例
の適用を受けようとする住宅用の家屋の新築等に係る契約の締結日に応じた金額となります。 
なお、既にこの特例の適用を受けて贈与税が非課税となった金額がある場合には、その金額を控除

した残額が非課税限度額となります。ただし、上記ロの表における非課税限度額は、平成 31 年３月 31
日までに住宅用の家屋の新築等に係る契約を締結し、既にこの特例の適用を受けて贈与税が非課税と
なった金額がある場合でも、その金額を控除する必要はありません。 

また、平成 31 年４月１日以後に住宅用の家屋の新築等に係る契約を締結してこの特例の適用を受け
る場合において、上記イ及びロの表の非課税限度額のいずれも適用できるときは、これらの金額のうち
いずれか多い金額となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

2 個人間の売買で、建築後使用されたことのある住宅用の家屋（中古住宅）を取得する場合には、原
則として消費税等がかかりませんので上記ロの表には該当しません。 

3 この特例の適用を受けるためには、令和３年12月31日までに贈与により住宅取得等資金を取得する
だけではなく、住宅用の家屋の新築等に係る契約を同日までに締結している必要があります（住宅用
の家屋の新築等の日及び入居日などの要件については67ページ以降をご参照ください。）。 

（注３） 

（注３） 

住宅用の家屋の新築等 

に係る契約の締結日 

住宅用の家屋の新築等 

に係る契約の締結日 

○ 住宅取得等資金の非課税（災害に関する税制上の措置） 
【住宅取得等資金の非課税の再適用（72ページ参照）】 

１

※ 「被災者生活再建支援法第２条第２号に規定する政令で定める自然災害」とは、同法の適用
を受ける暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火その他の異常な自然現象により生
ずる被害をいいます。同法の適用状況については、内閣府ホームページをご覧ください。 
内閣府ホームページ【http://www.bousai.go.jp/taisaku/seikatsusaiken/shiensya_jyoukyou.html】 

２ 平成 21 年分から平成 26 年分までの贈与税の申告で「住宅取得等資金の非課税」の適用を受け
た受贈者について、その適用を受けて新築等をした住宅用の家屋が上記１の被災者生活再建支援

（注） 「被災者生活再建支援法第２条第２号に規定する政令で定める自然災害」以外の災害の場合は、
この措置（住宅取得等資金の非課税の再適用）の適用がありませんので、ご留意ください。 

法の自然災害により滅失をした場合で、一定の要件を満たすときは、この特例の適用を受けるこ
とができます。 

　平成 27 年分から令和元年分までの贈与税の申告でこの特例の適用を受けた受贈者について、
その適用を受けて新築等をした住宅用の家屋が被災者生活再建支援法第２条第２号に規定する政
令で定める自然災害（※）により滅失（通常の修繕によっては原状回復が困難な損壊を含みます。
以下同じです。）をした場合で、その受贈者が新たに贈与を受けた金銭を住宅用の家屋の新築等の
対価に充てて住宅用の家屋の新築等をするときは、既にこの特例の適用を受けて贈与税が非課税
となった金額がある場合であっても、非課税限度額の算定に当たっては、その金額を控除する必
要はありません。 

  住宅取得等資金の非課税の適用後の残額には、暦年課税にあっては基礎控除（110万円）を適用
することができ、また、相続時精算課税（４ページ参照）にあっては特別控除（2,500万円）を
適用することができます。 
なお、相続時精算課税の適用は、原則として、父母や祖父母からの贈与に限られます。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             
 
 

（2）適用要件 

イ 受贈者等の要件 

要          件 

1 
贈与を受けた時に贈与者の直系卑属（贈与者は受贈者の直系尊属）であること。 
(注）配偶者の父母（又は祖父母）は直系尊属には該当しませんが、養子縁組をしている場合は直系尊属に該当します。 

2 贈与を受けた年の１月１日において、20 歳以上であること。 

3 贈与を受けた年の年分の所得税に係る合計所得金額が 2,000 万円以下であること。 

4 

平成21年分から平成26年分までの贈与税の申告で「住宅取得等資金の非課税」の適用を受けたことがないこと。  
○ 災害に関する税制上の措置【住宅取得等資金の非課税の再適用（66ページ参照）】 
  平成 21 年分から平成 26 年分までの贈与税の申告で「住宅取得等資金の非課税」の適用を受けた受贈者について、その

適用を受けて新築等をした住宅用の家屋が被災者生活再建支援法第２条第２号に規定する政令で定める自然災害により
滅失をした場合で、一定の要件を満たすときは、この特例の適用を受けることができます。

 

5 
自己の配偶者、親族などの一定の特別の関係がある人から住宅用の家屋の取得をしたものではないこと、又は
これらの方との請負契約等により新築若しくは増改築等をしたものではないこと。 

6 

贈与を受けた年の翌年３月 15 日までに住宅取得等資金の全額を充てて住宅用の家屋の新築若しくは取得又は
増改築等をすること。 
（※） 受贈者が「住宅用の家屋」を所有する（共有持分を有する場合も含まれます。）ことにならない場合は、この特例の

適用を受けることはできません。  
○ 災害に関する税制上の措置【取得期限及び居住期限の１年延長（72ページ参照）】 
  災害に基因するやむを得ない事情により、贈与を受けた年の翌年３月15日までに住宅用の家屋の新築等ができなかった

場合には、上記の要件は、「贈与を受けた年の翌々年３月15日までに住宅取得等資金の全額を充てて住宅用の家屋の新築
若しくは取得又は増改築等をすること」となります。 

 

7

贈与を受けた時に、日本国内に住所を有し、かつ、日本国籍を有していること（注）。  
（注） 贈与を受けた時に、日本国内に住所を有し、かつ、日本国籍を有する人でない場合であっても、相続税法第１条の

４第１項第１号に掲げる居住無制限納税義務者又は同項第２号に掲げる非居住無制限納税義務者である場合は対象
となります。これらの者の概要については、10ページをご覧ください。 

「省エネ等住宅」（注１） 
省エネ等住宅とは、省エネ等基準（①断熱等性能等級４若しくは一次エネルギー消費量等級４以上であるこ

と、②耐震等級（構造躯
く

体の倒壊等防止）２以上若しくは免震建築物であること又は③高齢者等配慮対策等級
（専用部分）３以上であることをいいます。）に適合する住宅用の家屋であることにつき、次のいずれかの証明
書などを贈与税の申告書に添付することにより証明がされたものをいいます。 

 
証明書などの種類（注４） 証明対象の家屋 

Ａ 住宅性能証明書 
① 新築をした住宅用の家屋 
② 建築後使用されたことのない住宅用の家屋 
③ 建築後使用されたことのある住宅用の家屋（注２） 

④ 増改築等をした住宅用の家屋（注３） Ｂ 建設住宅性能評価書の写し 

Ｃ 

次のａ及びｂの書類 

① 新築をした住宅用の家屋  
② 建築後使用されたことのない住宅用の家屋 

ａ 長期優良住宅建築等計画の認定通知書の写し 

ｂ 
住宅用家屋証明書（その写し）  又は 
認定長期優良住宅建築証明書 

Ｄ 

次のｃ及びｄの書類 

ｃ 低炭素建築物新築等計画の認定通知書の写し 

ｄ 
住宅用家屋証明書（その写し）  又は 

認定低炭素住宅建築証明書 

（注）1 平成 27 年４月１日から平成 28 年３月 31 日までの間に住宅性能証明書などの申請があった場合には、断熱等性能
等級４又は一次エネルギー消費量等級４以上相当である住宅用の家屋も対象となります。 

2 建築後使用されたことのある住宅用の家屋の場合は、その取得の日前２年以内又は取得の日以降に、その証明の
ための家屋の調査が終了したもの又は評価されたものに限ります。 

3 住宅用の家屋の増改築等をした場合に、省エネ等基準に適合させるための工事であることについての証明がされ
た「増改築等工事証明書」を、「住宅性能証明書」又は「建設住宅性能評価書の写し」に代えることができます。 

4 上記の証明書などの発行については、国土交通省にお尋ねください。 
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贈与を受けた年の翌年３月 15 日までにその家屋に居住すること又は同日後遅滞なくその家屋に居住すること
が確実であると見込まれること。 
（※） 下記の災害に基因するやむを得ない事情がある場合を除き、贈与を受けた年の翌年12月31日までにその家屋に居住

していないときは、この特例の適用を受けることはできませんので修正申告が必要となります（71ページの≪適用要
件を満たさないこととなった場合の修正申告等について≫参照）。  

○ 災害に関する税制上の措置 
【取得期限及び居住期限の１年延長（72ページ参照）】 

災害に基因するやむを得ない事情により、贈与を受けた年の翌年３月15日までに住宅用の家屋の新築等ができなかった
場合には、上記の要件は、「贈与を受けた年の翌々年３月15日までにその家屋に居住すること又は同日後遅滞なくその家屋
に居住することが確実であると見込まれること」となります。 

【居住要件の免除（72ページ参照）】

 
(注)1 「合計所得金額」とは、次の①と②の合計額に、退職所得金額、山林所得金額を加算した金額です。 

※ 申告分離課税の所得がある場合には、それらの所得金額（長（短）期譲渡所得については特別控除前
の金額）の合計額を加算した金額です。 

① 事業所得、不動産所得、給与所得、総合課税の利子所得・配当所得・短期譲渡所得及び雑所得の合計
額（損益の通算後の金額） 

② 総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（損益の通算後の金額）の２分の１の金額 
ただし、繰越控除（純損失、雑損失、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失及び特定居住用財産の

譲渡損失の繰越控除など）を受けている場合は、その適用前の金額をいいます。 
2 「災害」とは、震災、風水害、冷害、雪害、干害、落雷、噴火その他の自然現象の異変による災害及
び火災、鉱害、火薬類の爆発その他の人為による異常な災害並びに害虫、害獣その他の生物による異常
な災害をいいます。 

ロ 住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等の要件 

「住宅用の家屋の新築」には、その新築とともにするその敷地の用に供される土地等又は  
住宅の新築に先行してするその敷地の用に供されることとなる土地等の取得を含み、「住宅用
の家屋の取得又は増改築等」には、その住宅の取得又は増改築等とともにするその敷地の用に
供される土地等の取得を含みます。 

また、対象となる住宅用の家屋は日本国内にあるものに限られます。 
 

Ａ 新築又は取得の場合の要件 

要          件 

1 
新築又は取得した住宅用の家屋の登記簿上の床面積（マンションなどの区分所有建物の場合はその専有部分の床
面積）が 50 ㎡以上 240 ㎡以下で、かつ、その家屋の床面積の２分の１以上に相当する部分が受贈者の居住の用に
供されるものであること。 

2 

取得した住宅が次のいずれかに該当すること。 
① 建築後使用されたことのない住宅用の家屋 
② 建築後使用されたことのある住宅用の家屋で、その取得の日以前 20 年以内（耐火建築物の場合は 25 年以内）
に建築されたもの 

 （注） 耐火建築物とは、登記簿に記録された家屋の構造が鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造などの

ものをいいます。 
③ 建築後使用されたことのある住宅用の家屋で、地震に対する安全性に係る基準に適合するものであることに

つき、次に掲げるいずれかの書類により証明されたもの 

ａ 耐震基準適合証明書 

ｂ 建設住宅性能評価書の写し 

ｃ 既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約が締結されていることを証する書類 

 (注)1 「耐震基準適合証明書」は、その家屋の取得の日前２年以内にその証明のための家屋の調査が終了したものに限ります。 

2 「建設住宅性能評価書の写し」は、その家屋の取得の日前２年以内に評価されたもので、耐震等級に係る評価が等級

１、２又は３であるものに限ります。 

3 「既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約が締結されていることを証する書類」は、その保険契約がその家屋の取得の日

前２年以内に締結されたものに限ります。 

④ 上記②及び③のいずれにも該当しない建築後使用されたことのある住宅用の家屋で、その住宅用の家屋の取
得の日までに同日以後その住宅用の家屋の耐震改修を行うことにつき次に掲げる申請書等に基づいて都道府県
知事などに申請をし、かつ、令和３年３月 15 日までにその耐震改修によりその住宅用の家屋が耐震基準に適合
することとなったことにつき次に掲げる証明書等により証明がされたもの 

  等書明証 等書請申 （参考）耐震改修を行うことについての申請先 

ａ 建築物の耐震改修の計画の認定申請書 耐震基準適合証明書 都道府県知事等 

ｂ 耐震基準適合証明申請書（仮申請書） 耐震基準適合証明書 
建築士、指定確認検査機関 
登録住宅性能評価機関 
住宅瑕疵担保責任保険法人 

ｃ 建設住宅性能評価申請書（仮申請書） 建設住宅性能評価書の写し 登録住宅性能評価機関 

ｄ 
既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約の 
申込書 

既存住宅売買瑕疵担保責任
保険契約が締結されている
ことを証する書類 

住宅瑕疵担保責任保険法人 

（注）1 申請書等は、住宅用の家屋の取得の日までに行った申請に係るものに限ります。 

2 証明書等は、令和３年３月 15 日までに耐震基準に適合することとなった住宅用の家屋に係るものに限ります。

3 「建設住宅性能評価書の写し」は、耐震等級に係る評価が等級１、２又は３であるものに限ります。 

4 申請や証明などの詳細については、国土交通省にお尋ねください。 

　新築等をした住宅用の家屋が災害によって滅失をしたことにより、贈与を受けた年の翌年３月15日までに居住できなか
ったときであっても、この特例の適用を受けることができます。 
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贈与を受けた年の翌年３月 15 日までにその家屋に居住すること又は同日後遅滞なくその家屋に居住すること
が確実であると見込まれること。 
（※） 下記の災害に基因するやむを得ない事情がある場合を除き、贈与を受けた年の翌年12月31日までにその家屋に居住

していないときは、この特例の適用を受けることはできませんので修正申告が必要となります（71ページの≪適用要
件を満たさないこととなった場合の修正申告等について≫参照）。  

○ 災害に関する税制上の措置 
【取得期限及び居住期限の１年延長（72ページ参照）】 

災害に基因するやむを得ない事情により、贈与を受けた年の翌年３月15日までに住宅用の家屋の新築等ができなかった
場合には、上記の要件は、「贈与を受けた年の翌々年３月15日までにその家屋に居住すること又は同日後遅滞なくその家屋
に居住することが確実であると見込まれること」となります。 

【居住要件の免除（72ページ参照）】

 
(注)1 「合計所得金額」とは、次の①と②の合計額に、退職所得金額、山林所得金額を加算した金額です。 

※ 申告分離課税の所得がある場合には、それらの所得金額（長（短）期譲渡所得については特別控除前
の金額）の合計額を加算した金額です。 

① 事業所得、不動産所得、給与所得、総合課税の利子所得・配当所得・短期譲渡所得及び雑所得の合計
額（損益の通算後の金額） 

② 総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（損益の通算後の金額）の２分の１の金額 
ただし、繰越控除（純損失、雑損失、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失及び特定居住用財産の

譲渡損失の繰越控除など）を受けている場合は、その適用前の金額をいいます。 
2 「災害」とは、震災、風水害、冷害、雪害、干害、落雷、噴火その他の自然現象の異変による災害及
び火災、鉱害、火薬類の爆発その他の人為による異常な災害並びに害虫、害獣その他の生物による異常
な災害をいいます。 

ロ 住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等の要件 

「住宅用の家屋の新築」には、その新築とともにするその敷地の用に供される土地等又は  
住宅の新築に先行してするその敷地の用に供されることとなる土地等の取得を含み、「住宅用
の家屋の取得又は増改築等」には、その住宅の取得又は増改築等とともにするその敷地の用に
供される土地等の取得を含みます。 

また、対象となる住宅用の家屋は日本国内にあるものに限られます。 
 

Ａ 新築又は取得の場合の要件 

要          件 

1 
新築又は取得した住宅用の家屋の登記簿上の床面積（マンションなどの区分所有建物の場合はその専有部分の床
面積）が 50 ㎡以上 240 ㎡以下で、かつ、その家屋の床面積の２分の１以上に相当する部分が受贈者の居住の用に
供されるものであること。 

2 

取得した住宅が次のいずれかに該当すること。 
① 建築後使用されたことのない住宅用の家屋 
② 建築後使用されたことのある住宅用の家屋で、その取得の日以前 20 年以内（耐火建築物の場合は 25 年以内）
に建築されたもの 

 （注） 耐火建築物とは、登記簿に記録された家屋の構造が鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造などの

ものをいいます。 
③ 建築後使用されたことのある住宅用の家屋で、地震に対する安全性に係る基準に適合するものであることに

つき、次に掲げるいずれかの書類により証明されたもの 

ａ 耐震基準適合証明書 

ｂ 建設住宅性能評価書の写し 

ｃ 既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約が締結されていることを証する書類 

 (注)1 「耐震基準適合証明書」は、その家屋の取得の日前２年以内にその証明のための家屋の調査が終了したものに限ります。 

2 「建設住宅性能評価書の写し」は、その家屋の取得の日前２年以内に評価されたもので、耐震等級に係る評価が等級

１、２又は３であるものに限ります。 

3 「既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約が締結されていることを証する書類」は、その保険契約がその家屋の取得の日

前２年以内に締結されたものに限ります。 

④ 上記②及び③のいずれにも該当しない建築後使用されたことのある住宅用の家屋で、その住宅用の家屋の取
得の日までに同日以後その住宅用の家屋の耐震改修を行うことにつき次に掲げる申請書等に基づいて都道府県
知事などに申請をし、かつ、令和３年３月 15 日までにその耐震改修によりその住宅用の家屋が耐震基準に適合
することとなったことにつき次に掲げる証明書等により証明がされたもの 

  等書明証 等書請申 （参考）耐震改修を行うことについての申請先 

ａ 建築物の耐震改修の計画の認定申請書 耐震基準適合証明書 都道府県知事等 

ｂ 耐震基準適合証明申請書（仮申請書） 耐震基準適合証明書 
建築士、指定確認検査機関 
登録住宅性能評価機関 
住宅瑕疵担保責任保険法人 

ｃ 建設住宅性能評価申請書（仮申請書） 建設住宅性能評価書の写し 登録住宅性能評価機関 

ｄ 
既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約の 
申込書 

既存住宅売買瑕疵担保責任
保険契約が締結されている
ことを証する書類 

住宅瑕疵担保責任保険法人 

（注）1 申請書等は、住宅用の家屋の取得の日までに行った申請に係るものに限ります。 

2 証明書等は、令和３年３月 15 日までに耐震基準に適合することとなった住宅用の家屋に係るものに限ります。

3 「建設住宅性能評価書の写し」は、耐震等級に係る評価が等級１、２又は３であるものに限ります。 

4 申請や証明などの詳細については、国土交通省にお尋ねください。 

　新築等をした住宅用の家屋が災害によって滅失をしたことにより、贈与を受けた年の翌年３月15日までに居住できなか
ったときであっても、この特例の適用を受けることができます。 

   Ｂ 増改築等の場合の要件 

要          件 

1 
増改築等後の住宅用の家屋の登記簿上の床面積（マンションなどの区分所有建物の場合はその専有部分の床面積）
が 50 ㎡以上 240 ㎡以下で、かつ、その家屋の床面積の２分の１以上に相当する部分が受贈者の居住の用に供され
るものであること。 

2 

増改築等に係る工事が、自己が所有し、かつ居住している家屋に対して行われたもので、一定の工事に該当する
ことについて次のいずれかの書類により証明されたものであること。 

ａ 確認済証の写し 

ｂ 検査済証の写し 

ｃ 増改築等工事証明書（注） 
（注） 増改築等に係る工事が、住宅用の家屋について行う給水管、排水管又は雨水の侵入を防止する部分に係る修繕又は模様

替である場合には、住宅瑕疵担保責任保険法人が引受けを行ったリフォーム工事瑕疵担保責任保険契約が締結されている

ことを証する書類も併せて提出してください。 

3 
増改築等に係る工事に要した費用の額が 100 万円以上であること。 
また、増改築等の工事に要した費用の額の２分の１以上が、自己の居住の用に供される部分の工事に要したもの
であること。 

   

(注)1 「新築」には、贈与を受けた年の翌年３月 15 日において屋根（その骨組みを含みます。）を有し、土地に定着
した建造物として認められる時以後の状態にあるものが含まれます。 
2 「増改築等」には、贈与を受けた年の翌年３月 15 日において増築又は改築部分の屋根（その骨組みを含みま
す。）を有し、既存の家屋と一体となって土地に定着した建造物として認められる時以後の状態にあるものが含
まれます。 

3 「取得」の場合には、これらの状態にあるものが含まれませんので、贈与を受けた住宅取得等のための金銭
を建売住宅又は分譲マンションの取得の対価に充てている場合であっても、贈与を受けた年の翌年３月 15 日ま
でにその引渡しを受けていなければ、住宅取得等資金の非課税の適用を受けることはできません。 

 
 
 
 

 

ハ 申告の手続 

この特例は、原則として、贈与税の申告書の提出期間内（６ページ参照）に贈与税の申告書

及び一定の添付書類を提出した場合に限り、その適用を受けることができます。 
 
 

 

 

 

 

 ３ 住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例  

（1）特例の概要  

平成 15 年１月１日から令和３年 12 月 31 日までの間に、父母又は祖父母からの贈与により、

自己の居住の用に供する住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等の対価に充てるための

金銭を取得した場合で、一定の要件を満たすときには、贈与者がその贈与の年の１月１日におい

て 60 歳未満であっても相続時精算課税を選択することができます。 

父母又は祖父母の年齢 60 歳 

選択可 

選択可 

相続時精算課税 

住宅取得等のため

の金銭の贈与を受

けた場合 

上記以外の財産の

贈与を受けた場合 

相続時精算課税 

Ｑ＆Ａ 父と祖父から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の「住宅取得等資金の非課税」の適用 
 
問： 私は令和２年５月に父と祖父から住宅取得のための資金として1,000万円ずつ贈与を受け、その資金で同

月中に省エネ等住宅（67ページ参照）の取得に係る契約を締結し、同年中に居住を開始しました。贈与
者ごとに「

なお、この家屋の取得の対価の額に含まれる消費税等の税率は10％でした。
住宅取得等資金の非課税」の適用を受けられますか。  

答： この場合の非課税限度額（特別住宅資金非課税限度額）は、受贈者１人について1,500万円が限度となり
ます（66ページの「○ 受贈者ごとの非課税限度額」のロ参照）ので、あなたが贈与を受けた2,000万円
（1,000万円×２）のうち1,500万円について「住宅取得等資金の非課税」の適用を る受け ことができます。 

なお、「住宅取得等資金の非課税」の適用に当たって、誰からの贈与について、いくらの適用を受ける
かは、受贈者の選択となります。 

○ 災害に関する税制上の措置【取得期限及び居住期限の１年延長（72ページ参照）】 
災害に基因するやむを得ない事情により、贈与を受けた年の翌年３月 15 日までに住宅用の家屋の取得が

できなかった場合には、68ページのＡの２の④のうち「令和３年３月 15日」とあるのは、「令和４年３月15日」
となります。  
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（2）適用要件 

この特例の適用を受けるには、次の要件のいずれにも該当する必要があります。 

イ 受贈者等の要件 

  次の要件のいずれかに該当するほか「住宅取得等資金の非課税」の「イ 受贈者等の要件」

（67、68ページ参照）の２、５、６、７及び８の要件のいずれにも該当する必要があります。 

要          件 

1 贈与を受けた時に贈与者の直系卑属（子や孫など）である推定相続人であること。 

2 贈与を受けた時に贈与者の孫であること。 

 
 
 
 

ロ 住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等の要件 

  「住宅用の家屋の新築」には、その新築とともにするその敷地の用に供される土地等又は住

宅の新築に先行してするその敷地の用に供されることとなる土地等の取得を含み、「住宅用の家

屋の取得又は増改築等」には、その住宅の取得又は増改築等とともにするその敷地の用に供さ

れる土地等の取得を含みます。 

また、対象となる住宅用の家屋は日本国内にあるものに限られます。 

  Ａ 新築又は取得の場合の要件 

   次の要件のほか「住宅取得等資金の非課税」の「ロ 住宅用の家屋の新築若しくは取得又

は増改築等の要件」の「Ａ 新築又は取得の場合の要件」（68ページ参照）の２の要件に該当

する必要があります。 

要          件 

新築又は取得した住宅用の家屋の登記簿上の床面積（マンションなどの区分所有建物の場合はその専有部

分の床面積）が 50 ㎡以上で、かつ、その家屋の床面積の２分の１以上に相当する部分が受贈者の居住の用

に供されるものであること。 

 

Ｂ 増改築等の場合の要件 

  次の要件のほか「住宅取得等資金の非課税」の「ロ 住宅用の家屋の新築若しくは取得又

は増改築等の要件」の「Ｂ 増改築等の場合の要件」（69ページ参照）の２及び３の要件に

該当する必要があります。 

要          件 

増改築等後の住宅用の家屋の登記簿上の床面積（マンションなどの区分所有建物の場合はその専有部分の

床面積）が 50 ㎡以上で、かつ、その家屋の床面積の２分の１以上に相当する部分が受贈者の居住の用に供

されるものであること。 

 

ハ 申告の手続 

   この特例は、贈与税の申告書の提出期間内（６ページ参照）に贈与税の申告書及び一定の添

付書類を提出した場合に限り、その適用を受けることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ＆Ａ 「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」の適用後の贈与 
 
問：

  
  
 
答： 「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」の適用を受けた場合には、その特例の対

象となる住宅取得等資金の贈与があった年分以降、その特例に係る特定贈与者から贈与を受けた財産について
は、たとえ特定贈与者が 60 歳に達していなくとも財産の種類にかかわらず、全て相続時精算課税の適用を受け
ることとなります。 

   したがって、あなたが贈与を受けた自動車の購入資金は、相続時精算課税を適用して申告することになります。 

○ 住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例（災害に関する税制上の措置） 
 一定の場合には、67、68ページの【取得期限及び居住期限の１年延長】又は 68ページの【居住要件の免除】の措
置の適用を受けることができます。 

　私は、令和元年中に父（満 57 歳）から住宅取得のための資金として 3,500 万円の贈与を受け、令和元
年分の贈与税の申告では「住宅取得等資金の非課税」と「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精
算課税選択の特例」の適用を受けています。
　令和２年中に父から、自動車の購入資金として 300 万円の贈与を受けました。
　私の令和２年分の贈与税はどのような申告になりますか。
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（2）適用要件 

この特例の適用を受けるには、次の要件のいずれにも該当する必要があります。 

イ 受贈者等の要件 

  次の要件のいずれかに該当するほか「住宅取得等資金の非課税」の「イ 受贈者等の要件」

（67、68ページ参照）の２、５、６、７及び８の要件のいずれにも該当する必要があります。 

要          件 

1 贈与を受けた時に贈与者の直系卑属（子や孫など）である推定相続人であること。 

2 贈与を受けた時に贈与者の孫であること。 

 
 
 
 

ロ 住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等の要件 

  「住宅用の家屋の新築」には、その新築とともにするその敷地の用に供される土地等又は住

宅の新築に先行してするその敷地の用に供されることとなる土地等の取得を含み、「住宅用の家

屋の取得又は増改築等」には、その住宅の取得又は増改築等とともにするその敷地の用に供さ

れる土地等の取得を含みます。 

また、対象となる住宅用の家屋は日本国内にあるものに限られます。 

  Ａ 新築又は取得の場合の要件 

   次の要件のほか「住宅取得等資金の非課税」の「ロ 住宅用の家屋の新築若しくは取得又

は増改築等の要件」の「Ａ 新築又は取得の場合の要件」（68ページ参照）の２の要件に該当

する必要があります。 

要          件 

新築又は取得した住宅用の家屋の登記簿上の床面積（マンションなどの区分所有建物の場合はその専有部

分の床面積）が 50 ㎡以上で、かつ、その家屋の床面積の２分の１以上に相当する部分が受贈者の居住の用

に供されるものであること。 

 

Ｂ 増改築等の場合の要件 

  次の要件のほか「住宅取得等資金の非課税」の「ロ 住宅用の家屋の新築若しくは取得又

は増改築等の要件」の「Ｂ 増改築等の場合の要件」（69ページ参照）の２及び３の要件に

該当する必要があります。 

要          件 

増改築等後の住宅用の家屋の登記簿上の床面積（マンションなどの区分所有建物の場合はその専有部分の

床面積）が 50 ㎡以上で、かつ、その家屋の床面積の２分の１以上に相当する部分が受贈者の居住の用に供

されるものであること。 

 

ハ 申告の手続 

   この特例は、贈与税の申告書の提出期間内（６ページ参照）に贈与税の申告書及び一定の添

付書類を提出した場合に限り、その適用を受けることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ＆Ａ 「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」の適用後の贈与 
 
問：

  
  
 
答： 「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」の適用を受けた場合には、その特例の対

象となる住宅取得等資金の贈与があった年分以降、その特例に係る特定贈与者から贈与を受けた財産について
は、たとえ特定贈与者が 60 歳に達していなくとも財産の種類にかかわらず、全て相続時精算課税の適用を受け
ることとなります。 

   したがって、あなたが贈与を受けた自動車の購入資金は、相続時精算課税を適用して申告することになります。 

○ 住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例（災害に関する税制上の措置） 
 一定の場合には、67、68ページの【取得期限及び居住期限の１年延長】又は 68ページの【居住要件の免除】の措
置の適用を受けることができます。 

　私は、令和元年中に父（満 57 歳）から住宅取得のための資金として 3,500 万円の贈与を受け、令和元
年分の贈与税の申告では「住宅取得等資金の非課税」と「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精
算課税選択の特例」の適用を受けています。
　令和２年中に父から、自動車の購入資金として 300 万円の贈与を受けました。
　私の令和２年分の贈与税はどのような申告になりますか。

 
 

 ４ 震災に係る住宅取得等資金の非課税  

◯　特例の概要 

（注） 一定の要件及び一定の非課税限度額については、国税庁ホームページに掲載されている「令和２年分『震

災に係る住宅取得等資金の非課税』のチェックシートⒹ－１」又は「令和２年分『震災に係る住宅取得等資

金の非課税』のチェックシートⒹ－２」をご覧ください。 

 

 

 

 

 
 

《所得税の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除を適用する場合》 

 「住宅取得等資金の非課税」又は「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」（以下、こ

の欄においてこれらを「住宅取得等資金の贈与の特例」といいます。）の適用を受ける人が、所得税の（特定増改築

等）住宅借入金等特別控除の適用を受ける場合において、次の１の金額が２の金額を超えるときには、その超える部

分に相当する金額については、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用はありませんのでご注意ください。 
１ 住宅借入金等の年末残高の合計額 
２ 住宅用の家屋の新築、取得若しくは増改築等（以下「住宅の取得等」といいます。）又は住宅用家屋の高齢者等居住改修工事

等を含む増改築等、（特定）断熱改修工事等を含む増改築等若しくは特定多世帯同居改修工事等を含む増改築等（以下「住宅の増
改築等」といいます。）の対価の額又は費用の額（注１）から、住宅取得等資金の贈与の特例を受けた部分の金額を差し引いた額（注２）

 （注）1 １の住宅借入金等のうちにその住宅用の家屋の敷地の用に供されている一定の土地等の取得に係るものがある場合には、
その土地の対価を含みます。 

2  住宅の取得等又は住宅の増改築等に関し補助金等の交付を受ける場合には、その補助金等の額も差し引きます。

 

《適用要件を満たさないこととなった場合の修正申告等について》 

「住宅取得等資金の非課税」又は「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」の適用を受

けて令和２年分の贈与税の申告をした人で、次の１から３のいずれかに該当する人が、令和３年12月31日までにその

住宅用の家屋に居住していない場合には、これらの特例の適用を受けることはできませんので、令和４年２月28日

（月）まで（下記の災害に関する税制上の措置の適用がある場合には、令和５年２月 28日（火）まで）に、令和２年

分の贈与税について修正申告書の提出及びその修正申告書の提出により納付することとなる税額の納付をしなけれ

ばなりません。 

なお、令和２年分の贈与税の申告で、「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」の適用

を受けていた人の場合には、相続時精算課税選択届出書の提出はなかったものとみなされます。 
 

１ 令和３年３月15日までに住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等をしたが居住していない人 
２ 令和３年３月15日までに住宅用の家屋の新築に係る工事が完了（その工事の状態が屋根（その骨組みを含みま

す。）を有し、土地に定着した建造物として認められる時以後の状態まで工事が進行しているものに限ります。）し
ていない人 

３ 令和３年３月15日までに増改築等に係る工事が完了（増築又は改築部分の屋根（その骨組みを含みます。）を有
し、既存の家屋と一体となって土地に定着した建造物として認められる時以後の状態まで工事が進行しているもの
に限ります。）していない人 
 
○ 災害に関する税制上の措置 
【居住期限の１年延長（72ページ参照）】 

災害に基因するやむを得ない事情により、令和３年12月31日までにその住宅用の家屋に居住できなかった場
合には、上記の令和３年12月31日の期限は、令和４年12月31日まで延長されます。 

【取得期限及び居住期限の１年延長（72ページ参照）】 
災害に基因するやむを得ない事情により、取得期限及び居住期限を１年延長し、「住宅取得等資金の非課税」

又は「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」の適用を受けて令和２年分の贈与税
の申告をした場合（67、68ページ参照）には、上記の令和３年12月31日の期限は、令和４年12月31日まで延長
されます。  
 

○ 国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】では、東日本大震災により被害を受けた方の申告・納税等に関
する各種パンフレット、各種手続に使用する様式等を掲載しています。このほか、東日本大震災で被災された皆
様への支援制度情報等については、首相官邸ホームページ【https://www.kantei.go.jp/saigai】をご覧ください。

　①東日本大震災により滅失（通常の修繕によっては原状回復が困難な損壊を含みます。）をし

た住宅に居住していた人（居住しようとしていた人を含みます。）が、平成27年１月１日から令

和３年12月31日までの間に父母や祖父母など直系尊属から住宅取得等資金（66ページ参照）の贈

与を受けた場合又は②警戒区域設定指示等が行われた日においてその警戒区域設定指示等の対象

区域内に所在する住宅に居住していた人（居住しようとしていた人を含みます。）が、その警戒

区域設定指示等が行われた日からその警戒区域設定指示等が解除された日以後１年を経過する日

までの間に父母や祖父母など直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合で、一定の要件を

満たすときは、一定の非課税限度額までの金額について、贈与税が非課税となります。
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○ 住宅取得等資金の贈与税の特例（災害に関する税制上の措置）の適用のイメージ図 

 

取得 再取得贈与（２回目）
（被災者生活再建支援
  法の自然災害発生後）

贈与

住宅取得等資金の
非課税の再適用

居住

滅失

被災者生活再建支援法第２条第２号に規定する政令で定める自然災害

贈与を受けた年の
翌年３月15日まで

贈与を受けた年の
翌年12月31日まで

贈与 取得期限 居住期限

(注) 「住宅取得等資金の贈与税の特例」（「住宅取得等資金の非課税」、「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」

又は「震災に係る住宅取得等資金の非課税」をいいます。）の適用を受けるためには、贈与を受けた年の翌年３月15日までに住宅用の家屋の新

築等をし、同年12月31日までに遅滞なくその住宅用の家屋に居住することが必要です。

災害

滅失 居住要件の免除

住宅用の家屋が災害によって
滅失したことにより居住の用
に供することができなくなった
場合

災害に基因するやむを得ない
事情により住宅用の家屋を居
住期限までに居住の用に供す
ることができなかった場合

居住期限の１年延長

災害に基因するやむを得ない
事情により取得期限までに住
宅用の家屋の新築等ができ
なかった場合

取得期限及び居住期限
の１年延長

贈与

取得贈与
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○ 住宅取得等資金の贈与税の特例（災害に関する税制上の措置）の適用のイメージ図 

 

取得 再取得贈与（２回目）
（被災者生活再建支援
  法の自然災害発生後）

贈与

住宅取得等資金の
非課税の再適用

居住

滅失

被災者生活再建支援法第２条第２号に規定する政令で定める自然災害

贈与を受けた年の
翌年３月15日まで

贈与を受けた年の
翌年12月31日まで

贈与 取得期限 居住期限

(注) 「住宅取得等資金の贈与税の特例」（「住宅取得等資金の非課税」、「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」

又は「震災に係る住宅取得等資金の非課税」をいいます。）の適用を受けるためには、贈与を受けた年の翌年３月15日までに住宅用の家屋の新

築等をし、同年12月31日までに遅滞なくその住宅用の家屋に居住することが必要です。

災害

滅失 居住要件の免除

住宅用の家屋が災害によって
滅失したことにより居住の用
に供することができなくなった
場合

災害に基因するやむを得ない
事情により住宅用の家屋を居
住期限までに居住の用に供す
ることができなかった場合

居住期限の１年延長

災害に基因するやむを得ない
事情により取得期限までに住
宅用の家屋の新築等ができ
なかった場合

取得期限及び居住期限
の１年延長

贈与

取得贈与

５ 直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税（教育資金の非課税） 

○ 制度の概要 

平成25年４月１日から令和３年３月31日までの間に、個人（30歳未満の方に限ります。以下この

５において「受贈者」といいます。）が、教育資金(注１) に充てるため、金融機関等との一定の契約

に基づき、受贈者の直系尊属（父母や祖父母など。以下この５において「贈与者」といいます。）か

ら①信託受益権を付与された場合、②書面による贈与により取得した金銭を銀行等に預入をした場

合又は③書面による贈与により取得した金銭等で証券会社等で有価証券を購入した場合には、これ

らの信託受益権、金銭又は金銭等（以下この５において「信託受益権又は金銭等」といいます。）

の価額のうち1,500万円までの金額に相当する部分の価額については、金融機関等の営業所等を経

由して教育資金非課税申告書を提出することにより贈与税が非課税となります（注２）。 

詳しくは、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載している「祖父母などから教

育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税制度のあらまし」をご覧ください。 

なお、教育資金及び学校等の範囲については、文部科学省ホームページ

【https://www.mext.go.jp】（教育資金及び学校等の範囲に関する情報が掲載され

ています。）をご確認ください。  

Ｑ＆Ａ 「教育資金の非課税」の特例の適用 
 

問：  「教育資金の非課税」の特例の適用を受けるためには、どのような手続を行えばよいのですか。 

答：  「教育資金の非課税」の特例の適用を受けるためには、その適用を受けようとする受贈者が、教育資金

非課税申告書をその申告書に記載された取扱金融機関の営業所等を経由して、信託がされる日、預金若し

くは貯金の預入をする日又は有価証券を購入する日（以下「預入等期限」といいます。）までに、その受

贈者の納税地の所轄税務署長に提出しなければなりません。 また、教育資金非課税申告書が取扱金融機関の

営業所等に受理された場合には、その受理された日にその受贈者の納税地の所轄税務署長に提出されたものと

みなされます。  

なお、預入等期限までに教育資金非課税申告書の提出がない場合には、「教育資金の非課税」の特例の適用

を受けることはできません。  

（注）  教育資金非課税申告書は、取扱金融機関の営業所等を経由して提出しなければなりません。 

したがって、預入等期限までに税務署で行っていただく手続はありません。  

　なお、契約期間中に贈与者が死亡した場合には、原則として（注３）、その死亡日における非課税拠出

額（注４）から教育資金支出額（注５）（学校等以外の者に支払われる金銭については、500 万円を限度としま

す。以下この５において同じです。）を控除した残額のうち、その死亡前３年以内にその贈与者から取

得した信託受益権又は金銭等の価額でこの特例の適用を受けたものに対応する金額（以下この５に

おいて「管理残額」といいます。）を、贈与者から相続等により取得したこととされます。

　また、受贈者が 30 歳（注６）に達することなどにより、教育資金口座に係る契約が終了した場合には、

非課税拠出額から教育資金支出額を控除（管理残額がある場合には、管理残額も控除します。）した残

額があるときは、その残額はその契約終了時に贈与があったこととされます。

（注） １　教育資金とは、次の（1）及び（2）に掲げる金銭（23歳以上の者については、一定の金銭に限られます。）をいいます。

　　　（1）　学校等に対して直接支払われる入学金、授業料など一定の金銭

（2）　学校等以外の者（学習塾や水泳教室など）に対して直接支払われる一定の金銭で教育を受けるために支

払われるものとして社会通念上相当と認められるもの

２　信託受益権又は金銭等を取得した日の属する年の前年分の受贈者の所得税に係る合計所得金額が 1,000 万円

を超える場合には、この特例の適用を受けることができません（平成 31 年４月１日以後に取得する信託受益

権又は金銭等に係る贈与税について適用されます。）。

３　贈与者の死亡日において受贈者が 23 歳未満である場合や平成 31 年４月１日以後に非課税拠出がない場合

など、一定の場合には相続等により取得したこととされません。

４　非課税拠出額とは、教育資金非課税申告書又は追加教育資金非課税申告書にこの特例の適用を受けるもの

として記載された金額の合計額（1,500 万円を限度とします。）をいいます。

５　教育資金支出額とは、金融機関等の営業所等において、教育資金の支払の事実を証する書類等（領収書等）

により教育資金の支払の事実が確認され、かつ、記録された金額の合計額をいいます。

６　30 歳到達時において、現に学校等に在学している場合等には、最長で 40 歳まで延長されます。
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 て の の 税の 税（ て の 税） 

  

     

(注）１ とは、次の(1)及び(2)に います  

(1)  う次のような （300 ます。 

           代 用 の１年前の日 れるもの）  

、 用 間 れるもの  

(2)  に要する次の をいいます  

に  

ん 用  

子の ー を  

３ 

２　信託受益権又は金銭等を取得した日の属する年の前年分の受贈者の所得税に係る合計所得金額が1,000

　万円を超える場合には、この特例の適用を受けることができません（平成31年４月１日以後に取得する信託

　受益権又は金銭等に係る贈与税について適用されます。）。

 税 とは、 の特例の

を受けるものと れ の合計額 1,000 限度とします。）をいいます。  

４  とは、 業所等において、 の事実を証する

） の が確認され、かつ、 れ 額の

ます。

合計額をいい

 

詳しくは、 ジ .nta.go.jp している

与を受けた場合の贈与税 まし」を

さい。 

なお、 て の については、 ー ージ

https://www.cao

https://

.go.jp る

されています。） ください。 

 の の  
 

   「 子 て 税」の特例の 用を るた には、 のような 続を え よいの す 。 

  子 て の に

子 等

の （ 等 いい

に の 贈者の納税地の 税 に提 しな れ な ま 。 また、 ・ て 課税申告

関の 等に された場合には、その された にその 者の納税地の

に提 された の されます。  

な 期限ま に ・ て 税申 の ない場合には、「 ・ て の 課

税」の特例の 用 る は ま 。  

（注）  ・子 て は、 関の 等を経 して提 しな な ま 。 

した て、 限ま に てい く は ま 。  

　平成27年４月１日から令和３年３月31日までの間に、個人（20歳以上50歳未満の方に限ります。

以下この６において「受贈者」といいます。）が、結婚・子育て資金（注１）に充てるため、金融機関

等との一定の契約に基づき、受贈者の直系尊属（父母や祖父母など。以下この６において「贈与者」

といいます。）から①信託受益権を付与された場合、②書面による贈与により取得した金銭を銀行

等に預入をした場合又は③書面による贈与により取得した金銭等で証券会社等で有価証券を購入し

た場合には、これらの信託受益権、金銭又は金銭等（以下この６において「信託受益権又は金銭等」

といいます。）の価額のうち1,000万円までの金額に相当する部分の価額については、金融機関等の

営業所等を経由して結婚・子育て資金非課税申告書を提出することにより贈与税が非課税となりま

す（注２）。

　なお、契約期間中に贈与者が死亡した場合には、その死亡日における非課税拠出額（注３）から結

婚・子育て資金支出額（注４）（結婚に際して支払う金銭については、300万円を限度とします。以下

この６において同じです。）を控除した残額（以下この６において「管理残額」といいます。）を、

贈与者から相続等により取得したこととされます。

　また、受贈者が50歳に達することなどにより、結婚・子育て資金口座に係る契約が終了した場合

には、非課税拠出額から結婚・子育て資金支出額を控除（管理残額がある場合には、管理残額も控

除します。）した残額があるときは、その残額はその契約終了時に贈与があったこととされます。
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 て の の 税の 税（ て の 税） 

  

     

(注）１ とは、次の(1)及び(2)に います  

(1)  う次のような （300 ます。 

           代 用 の１年前の日 れるもの）  

、 用 間 れるもの  

(2)  に要する次の をいいます  

に  

ん 用  

子の ー を  

３ 

２　信託受益権又は金銭等を取得した日の属する年の前年分の受贈者の所得税に係る合計所得金額が1,000

　万円を超える場合には、この特例の適用を受けることができません（平成31年４月１日以後に取得する信託

　受益権又は金銭等に係る贈与税について適用されます。）。

 税 とは、 の特例の

を受けるものと れ の合計額 1,000 限度とします。）をいいます。  

４  とは、 業所等において、 の事実を証する

） の が確認され、かつ、 れ 額の

ます。

合計額をいい

 

詳しくは、 ジ .nta.go.jp している

与を受けた場合の贈与税 まし」を

さい。 

なお、 て の については、 ー ージ

https://www.cao

https://

.go.jp る

されています。） ください。 

 の の  
 

   「 子 て 税」の特例の 用を るた には、 のような 続を え よいの す 。 

  子 て の に

子 等

の （ 等 いい

に の 贈者の納税地の 税 に提 しな れ な ま 。 また、 ・ て 課税申告

関の 等に された場合には、その された にその 者の納税地の

に提 された の されます。  

な 期限ま に ・ て 税申 の ない場合には、「 ・ て の 課

税」の特例の 用 る は ま 。  

（注）  ・子 て は、 関の 等を経 して提 しな な ま 。 

した て、 限ま に てい く は ま 。  

　平成27年４月１日から令和３年３月31日までの間に、個人（20歳以上50歳未満の方に限ります。

以下この６において「受贈者」といいます。）が、結婚・子育て資金（注１）に充てるため、金融機関

等との一定の契約に基づき、受贈者の直系尊属（父母や祖父母など。以下この６において「贈与者」

といいます。）から①信託受益権を付与された場合、②書面による贈与により取得した金銭を銀行

等に預入をした場合又は③書面による贈与により取得した金銭等で証券会社等で有価証券を購入し

た場合には、これらの信託受益権、金銭又は金銭等（以下この６において「信託受益権又は金銭等」

といいます。）の価額のうち1,000万円までの金額に相当する部分の価額については、金融機関等の

営業所等を経由して結婚・子育て資金非課税申告書を提出することにより贈与税が非課税となりま

す（注２）。

　なお、契約期間中に贈与者が死亡した場合には、その死亡日における非課税拠出額（注３）から結

婚・子育て資金支出額（注４）（結婚に際して支払う金銭については、300万円を限度とします。以下

この６において同じです。）を控除した残額（以下この６において「管理残額」といいます。）を、

贈与者から相続等により取得したこととされます。

　また、受贈者が50歳に達することなどにより、結婚・子育て資金口座に係る契約が終了した場合

には、非課税拠出額から結婚・子育て資金支出額を控除（管理残額がある場合には、管理残額も控

除します。）した残額があるときは、その残額はその契約終了時に贈与があったこととされます。

 ７ 農地等についての納税猶予及び免除の特例 

　特例の概要 

農業委員会
の証明

農業の継続

・ 農業経営の継続

・ 特例の対象となる農地等の保有継続

等

猶予税額
の免除

申告・担保提供

猶予税額の免除の場合

・ 先代経営者の死亡前の後継者の

死亡

・ 先代経営者の死亡（相続税の課

税対象とされ贈与税の猶予税額

は免除）

農地等の全部又は
一定以上の贈与

後継者の贈与税額のうち

特例の対象となる農地等

に対応する贈与税の納税

を猶予

贈与税の
申告期限

先代経営者、
後継者に関す
る要件の判定

・ 農業経営を廃止した場合

・ 特例の対象となる農地等の面積の20％
を超える農地等を譲渡等※した場合

等

猶予税額全額と利子税を納付（注）

（注） 20％以下の農地等の譲渡等の場合や
収用等による譲渡の場合には、その割
合に応じて猶予税額と利子税を納付

特例の対象となる
農地等

※ 「譲渡等」とは、①譲渡、贈与若しくは転用、②地上権、
永小作権、使用貸借による権利若しくは賃借権の設定若
しくは消滅、又は③耕作の放棄をいいます。

 

農業の後継者が贈与を受けた一定の農地等（注１）の価額に対応する贈与税額は、一定の要件の下

に、その農地等の贈与者の死亡の日まで納税が猶予されます（猶予される贈与税額を「農地等納税

猶予税額」といいます。）。 
  この特例の適用を受けた農地等（以下「特例農地等」といいます。）は、贈与者の死亡の際、受贈

者が贈与者から相続又は遺贈により取得したものとみなされて相続税の課税の対象とされ、その

時に農地等納税猶予税額は免除されます。 
また、受贈者が贈与者よりも先に死亡した場合には、受贈者の死亡の時に農地等納税猶予税額は

免除されます。 
贈与者又は受贈者の死亡の日前に、この特例農地等について一定の事由が生じた場合には、その

農地等納税猶予税額の全部又は一部の納税猶予が打ち切られ、その税額と利子税を納付しなけれ

ばなりません。  

  この特例の概要は上記のとおりですが、詳しくは国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】

をご覧いただくか、税務署にお尋ねください。 
（注）1 

2　「特定市街化区域農地等」とは、都市計画法第７条第１項に規定する市街化区域内に所在する農地

又は採草放牧地で、平成３年１月１日において三大都市圏の特定市（首都圏、近畿圏及び中部圏の特定市

（東京都の特別区を含みます。）をいいます。以下同じです。）の区域内に所在するもの（都市営農農地等

に該当するものを除きます。）をいいます。

3　「都市営農農地等」とは、都市計画法第７条第１項に規定する市街化区域内に所在する次の（1）から（3）

までに掲げる農地又は採草放牧地で、平成３年１月１日において三大都市圏の特定市の区域内に所在する

ものをいいます。

（1） 生産緑地地区内にある農地又は採草放牧地（次に掲げるものを除きます。）

イ  買取りの申出がされたもの

ロ  生産緑地法第10条第１項に規定する申出基準日までに特定生産緑地の指定がされなかったもの

ハ  生産緑地法第10条の３第２項に規定する指定期限日までに特定生産緑地の指定の期限の延長がされ

なかったもの

ニ  特定生産緑地の指定の解除がされたもの

　（2） 田園住居地域内にある農地（（1） に掲げる農地を除きます。）

　（3） 地区計画農地保全条例による制限を受ける区域内にある農地（（1）及び（2）に掲げる農地を除きます。）

（1）

　「農地等」とは、農地（特定市街化区域農地等に該当するもの及び農地法第 32 条第１項又は第 33 条第１

項の規定による利用意向調査に係るもので、同法第 36 条第１項各号に該当するとき（同項各号に該当する

ことについて正当の事由があるときを除きます。）におけるその農地を除きます。）及び採草放牧地（特定

市街化区域農地等に該当するものを除きます。）並びに準農地をいいます。
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（注）　贈与を受けた農地等について、この特例の適用を受ける場合には、その農地等については相続時精

算課税の適用を受けることはできません。

要　　　　　件

１

２

贈与をした日の属する年（以下「対象年」といいます。）の前年以前において、その農業の
用に供していた農地を推定相続人に対し贈与している場合であって、その農地が相続時精算
課税の適用を受けるものであるとき

（注）過去の年分において、贈与者の推定相続人に農地を贈与し、その推定相続人が相続時精算課税
の適用を受けている場合には、その贈与者の全ての推定相続人がこの特例を受けられないことに
なります。

農業委員会の証明の時において、効率的かつ安定的な農業経営の基準として、次のいずれかに該当す
る農業経営を行っていること。
①　農業経営基盤強化促進法第12条第１項の規定による農業経営改善計画の認定を受けていること。
②　農業経営基盤強化促進法第14条の４第１項の規定による青年等就農計画の認定を受けていること。
③　農業経営基盤強化促進法第６条第１項に規定する基本構想に定められた効率的かつ安定的な農業

経営の指標を満たしていること。

対象年において、今回の贈与以外に農地等を贈与している場合

３ 過去に農地等の贈与税の納税猶予の特例に係る一括贈与を行っている場合

要　　　　　件

１

２ 贈与を受けた日まで引き続き３年以上農業に従事していたこと。

贈与を受けた日において、年齢が18歳以上であること。

３

４

贈与を受けた後、速やかにその農地及び採草放牧地によって農業経営を行うこと。

　ロ　受贈者の要件
　贈与者の推定相続人のうちの１人で、次に掲げる要件の全てに該当するものとして農業
委員会が証明した個人であること。

　ハ　農地等の要件
　贈与者の農業の用に供している農地等のうち「農地の全部」、「採草放牧地の３分の２以
上の面積のもの」及び「準農地の３分の２以上の面積のもの」について一括して贈与を受
けること。

　（注）　今回の贈与の前年以前に贈与者が贈与した採草放牧地又は準農地のうち相続時精算課税の適用を受

けたものがある場合には、一括して贈与しなければならない採草放牧地又は準農地の面積が上記と異

なりますので、詳しくは税務署にお尋ねください。

　ニ　申告の手続
　この特例の適用を受けるためには、贈与税の申告書に一定の書類を添付して、その申告
書を贈与税の申告書の提出期間内に提出するとともに、農地等納税猶予税額及び利子税の
額に見合う担保を提供する必要があります。詳しくは国税庁ホームページ【https://www. 
nta.go.jp】をご覧ください。
　なお、担保は必ずしも特例農地等でなくても差し支えありませんが、その場合の担保に
ついては、９ページのハを参照してください。

　ホ　納税猶予期間中の手続
　この特例の適用を受けた人は、納税猶予の期限が確定するまでの間、贈与税の申告期限
から３年目ごとに、引き続いてこの特例の適用を受ける旨及び特例農地等に係る農業経営
に関する事項を記載した届出書（以下「継続届出書」といいます。）を提出しなければな
りません。

　（注）　継続届出書の提出がないと納税猶予は打ち切られ、農地等納税猶予税額と利子税を納付しなければ

なりません。

 この特例の適用が受けられるのは、次の要件のいずれにも該当する場合に限られます。　
　イ　贈与者の要件

　贈与の日まで３年以上引き続いて農業を営んでいた個人で、次に掲げる場合に該当しな
い人であること。

4　「準農地」とは、農用地区域内にある土地で農業振興地域整備計画において用途区分が農地や採草

放牧地とされているもののうち、10年以内に農地や採草放牧地に開発して、農業の用に供するもの

をいいます。

　適用要件（2）　
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８ 非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例等

この特例等には、租税特別措置法第 条の７の５から第 条の７の８までの各規定による措置
（「特例措置」といいます。）と租税特別措置法第 条の７から第 条の７の４までの各規定による
措置（「一般措置」といいます。）の２つの制度があり、その概要は、次の図のとおりです。
なお、特例措置については、平成 年１月１日から令和９年 月 日までの 年間の制度とされ

ています。

（参考）特例措置と一般措置の比較

 特例措置 一般措置

事前の計画策定等
５年以内の特例承継計画の提出

【平成 年４月１日から令和 年３月５ 日まで】
不要

適用期限
年以内の贈与・相続等

【平成 年１月１日から令和 年９ 月 日まで】
なし

対象株数（注１）

納税猶予割合 ％ 贈与： ％、相続等： ％

承継パターン 複数の株主から最大３人の後継者 複数の株主から１人の後継者

雇用確保要件 弾力化（注２） 承継後５年間

平均８割の雇用維持が必要

事業の継続が困

難な事由が生じ

た場合の免除

譲渡対価の額等に基づき再計算した猶予税額

を納付し、従前の猶予税額との差額を免除

なし

（猶予税額を納付）

相続時精算課税

の適用

歳以上の贈与者から 歳以上の者への贈与

（租税特別措置法第 条の２の７等）

歳以上の贈与者から 歳以上の推定相続人・孫への贈与

（相続税法第 条の９・租税特別措置法第 条の２の６）

（注）１ 議決権に制限のない株式等に限ります。

２ 雇用確保要件を満たさなかった場合には、中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則（以

下「円滑化省令」といいます。）第 条第３項に基づき、要件を満たさなかった理由等を記載した報告書を都

道府県知事に提出し、その確認を受ける必要があります。

なお、この報告書及び確認書の写しは、納税猶予期間中に一定の時期ごとに提出する継続届出書の添付書

類とされており、これらの書類の提出がなかった場合には、納税の猶予に係る期限が確定することになりま

すので、ご注意ください。

  

全株式（注１） 総株式数 の最大３分の２まで（注１）

R

R
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　中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（以下「円滑化法」といいます。）の認

定（注１）を都道府県知事から受ける非上場会社の後継者である受贈者（以下「特例経営承継受贈

者」といいます。）が、贈与者から非上場会社の株式又は出資（以下「非上場株式等」といいま

す。）を贈与により取得（①平成30年１月１日から令和９年12月31日までの間の最初のこの制度

の適用に係る贈与による取得（注２）及び②その取得の日から特例経営贈与承継期間（注３）の末日ま

での間に贈与税の申告期限が到来する贈与による取得に限ります。）をし、その会社を経営して

いく場合には、特例経営承継受贈者が納付すべき贈与税のうち、一定の税額の納税が猶予され、

贈与者が死亡した場合等（注４）には、その全部又は一部が免除されます。

　ただし、免除されるまでに、特例措置の適用を受けた非上場株式等を譲渡するなど一定の場合

には、その猶予された税額の全部又は一部について納税の猶予が打ち切られ、その税額と利子税

を納付しなければなりません。

　詳しくは国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載されている下記の資料をご覧

ください。

　この制度の適用を受けるためには、次の要件などを満たす必要があります。詳しくは国税庁

ホームページ【https://www.nta.go.jp】をご覧いただくか、税務署にお尋ねください。

１  非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例（租税特別措置法第70条の７の５）  

　【特例措置】

 【非上場株式等の納税猶予及び免除の特例】
 ○あらまし
　 ・非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予・免除（法人版事業承継税制）のあらまし

・非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予・免除（法人版事業承継税制）に係る災害等に関する措置
の概要

　 ・法人版事業承継税制の適用を受けられている方に～継続届出書の提出について～
　 ・非上場株式等についての相続税・贈与税の納税猶予（担保の提供に関するQ＆A）
 ○チェックシート

・（令和２年分用）「非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例」（特例措置）の適用要件及び
提出書類チェックシート

 ○贈与税の申告のしかた
　 ・申告書の作成例（非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例を適用し暦年課税を選択する場合）
　 ・特例の概要等（非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例等）

（注）１　都道府県知事の「円滑化法の認定」を受けるためには、原則として、贈与を受けた年の翌年１月15日

までにその申請を都道府県知事に対して行う必要があります。また、円滑化法の認定を受けるに当たっ

ては、平成30年４月１日から令和５年３月31日までに円滑化省令第16条第１号に規定する特例承継計画

を都道府県知事に提出し、円滑化省令第17条第１項第１号に該当することについての同条第１項の都道

府県知事の確認を受ける必要があります。

　　　　　円滑化法の認定、特例承継計画の提出・確認のための具体的な要件や手続については、会社の主たる

事務所が所在する都道府県の担当課にお尋ねください。担当課については、パンフレット「非上場株式

等についての贈与税・相続税の納税猶予・免除（法人版事業承継税制）のあらまし」などでご確認くだ

さい。

２　特例経営承継受贈者が、その会社の非上場株式等について、最初に｢非上場株式等についての相続税

の納税猶予及び免除の特例｣の適用を受けている場合には、その適用に係る相続又は遺贈（以下「相続

等」といいます。）による取得となります。この相続税の特例については「相続税の申告のしかた」を

参照してください（以下同じです。）。

３　「特例経営贈与承継期間」とは、この制度の適用に係る贈与の日の属する年分の贈与税の申告書の提

出期限の翌日から次に掲げる日のいずれか早い日又はこの制度の適用を受ける特例経営承継受贈者若し

くは特例経営承継受贈者に係る贈与者の死亡の日の前日のいずれか早い日までの期間をいいます。

①　特例経営承継受贈者の最初のこの制度の適用に係る贈与の日の属する年分の贈与税の申告書の提出

期限の翌日以後５年を経過する日

②　特例経営承継受贈者の最初の「非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除の特例」の適用

に係る相続に係る相続税の申告書の提出期限の翌日以後５年を経過する日

４　贈与者が死亡した場合、この制度の適用を受けた非上場株式等は、その贈与者から相続等により取得

したものとみなされて相続税の課税の対象となります。なお、その際、一定の要件を満たす場合には、そ

の相続税についても納税の猶予の特例措置（租税特別措置法第70条の７の８）の適用が受けられます。

詳しくは「相続税の申告のしかた」をご覧ください。

　制度の概要 （1）

　適用要件（2）

　イ　贈与者の要件
　次の区分に応じ、それぞれ次の要件に該当する人であること。
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　中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（以下「円滑化法」といいます。）の認

定（注１）を都道府県知事から受ける非上場会社の後継者である受贈者（以下「特例経営承継受贈

者」といいます。）が、贈与者から非上場会社の株式又は出資（以下「非上場株式等」といいま

す。）を贈与により取得（①平成30年１月１日から令和９年12月31日までの間の最初のこの制度

の適用に係る贈与による取得（注２）及び②その取得の日から特例経営贈与承継期間（注３）の末日ま

での間に贈与税の申告期限が到来する贈与による取得に限ります。）をし、その会社を経営して

いく場合には、特例経営承継受贈者が納付すべき贈与税のうち、一定の税額の納税が猶予され、

贈与者が死亡した場合等（注４）には、その全部又は一部が免除されます。

　ただし、免除されるまでに、特例措置の適用を受けた非上場株式等を譲渡するなど一定の場合

には、その猶予された税額の全部又は一部について納税の猶予が打ち切られ、その税額と利子税

を納付しなければなりません。

　詳しくは国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載されている下記の資料をご覧

ください。

　この制度の適用を受けるためには、次の要件などを満たす必要があります。詳しくは国税庁

ホームページ【https://www.nta.go.jp】をご覧いただくか、税務署にお尋ねください。

１  非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例（租税特別措置法第70条の７の５）  

　【特例措置】

 【非上場株式等の納税猶予及び免除の特例】
 ○あらまし
　 ・非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予・免除（法人版事業承継税制）のあらまし

・非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予・免除（法人版事業承継税制）に係る災害等に関する措置
の概要

　 ・法人版事業承継税制の適用を受けられている方に～継続届出書の提出について～
　 ・非上場株式等についての相続税・贈与税の納税猶予（担保の提供に関するQ＆A）
 ○チェックシート

・（令和２年分用）「非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例」（特例措置）の適用要件及び
提出書類チェックシート

 ○贈与税の申告のしかた
　 ・申告書の作成例（非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例を適用し暦年課税を選択する場合）
　 ・特例の概要等（非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例等）

（注）１　都道府県知事の「円滑化法の認定」を受けるためには、原則として、贈与を受けた年の翌年１月15日

までにその申請を都道府県知事に対して行う必要があります。また、円滑化法の認定を受けるに当たっ

ては、平成30年４月１日から令和５年３月31日までに円滑化省令第16条第１号に規定する特例承継計画

を都道府県知事に提出し、円滑化省令第17条第１項第１号に該当することについての同条第１項の都道

府県知事の確認を受ける必要があります。

　　　　　円滑化法の認定、特例承継計画の提出・確認のための具体的な要件や手続については、会社の主たる

事務所が所在する都道府県の担当課にお尋ねください。担当課については、パンフレット「非上場株式

等についての贈与税・相続税の納税猶予・免除（法人版事業承継税制）のあらまし」などでご確認くだ

さい。

２　特例経営承継受贈者が、その会社の非上場株式等について、最初に｢非上場株式等についての相続税

の納税猶予及び免除の特例｣の適用を受けている場合には、その適用に係る相続又は遺贈（以下「相続

等」といいます。）による取得となります。この相続税の特例については「相続税の申告のしかた」を

参照してください（以下同じです。）。

３　「特例経営贈与承継期間」とは、この制度の適用に係る贈与の日の属する年分の贈与税の申告書の提

出期限の翌日から次に掲げる日のいずれか早い日又はこの制度の適用を受ける特例経営承継受贈者若し

くは特例経営承継受贈者に係る贈与者の死亡の日の前日のいずれか早い日までの期間をいいます。

①　特例経営承継受贈者の最初のこの制度の適用に係る贈与の日の属する年分の贈与税の申告書の提出

期限の翌日以後５年を経過する日

②　特例経営承継受贈者の最初の「非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除の特例」の適用

に係る相続に係る相続税の申告書の提出期限の翌日以後５年を経過する日

４　贈与者が死亡した場合、この制度の適用を受けた非上場株式等は、その贈与者から相続等により取得

したものとみなされて相続税の課税の対象となります。なお、その際、一定の要件を満たす場合には、そ

の相続税についても納税の猶予の特例措置（租税特別措置法第70条の７の８）の適用が受けられます。

詳しくは「相続税の申告のしかた」をご覧ください。

　制度の概要 （1）

　適用要件（2）

　イ　贈与者の要件
　次の区分に応じ、それぞれ次の要件に該当する人であること。

下記②以外の場合

贈与の時において会社の代表権を有していないこと。

要件

要件

①

②

次のイからニまでの要件を全て満たすこと。
イ　贈与の時前のいずれかの日において会社の代表権（注１）を有していたことがあること。
ロ　贈与の直前において、贈与者及び贈与者と特別の関係がある者がその会社の総株主等議決権

数（注２）の50％超の議決権数（注２）を保有し、かつ、特例経営承継受贈者となる者を除いたこれら
の者の中で最も多くの議決権数を保有していたこと。

ハ　贈与者が贈与の直前に代表権を有していなかった場合には、ロのほか、代表権を有していた
　期間のいずれかの日において、ロと同様の保有状況であったこと。
ニ　贈与の時において会社の代表権を有していないこと。

贈与の直前において、次に掲げる者のいずれかに該当する者がいる場合
イ　会社の非上場株式等について、この制度、「非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免

除の特例」又は「非上場株式等の特例贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予及び免除の特
例」（注３）の適用を受けている者

ロ　上記①の要件を満たす者からこの制度の適用に係る贈与により会社の非上場株式等の取得を
している者（イに掲げる者を除きます。）

ハ　租税特別措置法施行令第40条の８の６第１項第１号に定める者から「非上場株式等についての
相続税の納税猶予及び免除の特例」の適用に係る相続等により会社の非上場株式等の取得をし
ている者（イに掲げる者を除きます。）

（注）１　「代表権」には、制限が加えられたものを除きます（次のロにおいて同じです。）。
２　「総株主等議決権数」及び「議決権数」には、会社の有する自己の株式など株主総会において議
決権を行使できる事項の全部について制限された株式の数などは含まれません（次のロ及びハにお
いて同じです。）。

３　「非上場株式等の特例贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予及び免除の特例」については、
「相続税の申告のしかた」を参照してください（以下同じです。）。

（注）１　該当する人が２人又は３人以上ある場合には、その会社が定めた２人又は３人までに限ります。
２　④のイ又はロのいずれの場合に該当するかは、同一の贈与者から同一年中に同一の会社の非上場
株式等を贈与により取得した者の数によります。

３　「特別の関係がある者」とは、その者の親族などその者と租税特別措置法施行令第40条の８の５第14
項において準用する同令第40条の８第11項に定める特別の関係がある者をいいます（以下同じです。）。

４　「会社の役員」とは、会社法第329条第１項に規定する役員又は業務を執行する社員をいいます。
５　「非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除」及び「非上場株式等の贈与者が死亡した
場合の相続税の納税猶予及び免除」については、「相続税の申告のしかた」を参照してください。

贈与の日において20歳以上であること。①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

贈与の時において会社の代表権を有していること。

贈与の時において、その者及びその者と特別の関係がある者が会社の総株主等議決権数の50％超の議
決権数を保有していること。

贈与の時から申告期限（申告期限までにその者が死亡した場合は、その死亡の日）まで引き続きこの
制度の適用を受ける非上場株式等の全てを保有していること。

会社の非上場株式等について、「非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除」（下記３参照）、
「非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除」（注５）又は「非上場株式等の贈与者が死亡し
た場合の相続税の納税猶予及び免除」（注５）の適用を受けていないこと。

円滑化省令第17条第１項の確認（同項第１号に係るものに限るものとし、円滑化省令第18条第１項の規定
による変更の確認を受けたときは、その変更後のもの）を受けた会社のその確認に係る円滑化省令第16条
第１号ロに規定する特例後継者であること。

贈与の日まで引き続き３年以上、会社の役員（注４）であること。

次のイ又はロの場合に応じ、それぞれの要件を満たすこと（注２）。
イ　その非上場株式等を取得した者が１人の場合
　贈与の時において、その者が保有する会社の非上場株式等に係る議決権数が、その者と特別の関
係がある者（注３）（その者以外のこの制度、「非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除の特
例」又は「非上場株式等の特例贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予及び免除の特例」の適用
を受ける者を除きます。ロにおいて同じです。）のうちいずれの者が保有する会社の非上場株式等
に係る議決権数をも下回らないこと。

ロ　その非上場株式等を取得した者が２人又は３人の場合
　贈与の時において、その者が保有する会社の非上場株式等に係る議決権数が、会社の総株主等議
決権数の10％以上であること及びその者と特別の関係がある者のうちいずれの者が保有する会社の
非上場株式等に係る議決権数をも下回らないこと。

　ロ　特例経営承継受贈者の要件
　特例経営承継受贈者は、贈与者からこの制度の適用に係る贈与により会社の非上場株式
等を取得した人で、次のいずれにも該当する人（注１）であること。
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（注）１　「特別関係会社」とは、租税特別措置法施行令第40条の８の５第６項において準用する同令第40

条の８第７項に規定する会社をいい、この制度の適用を受ける非上場株式等に係る会社、その会社

の代表権を有する者やその会社の代表権を有する者の親族などが、総株主等議決権数の50％を超え

る議決権数を保有する場合の会社（会社法第２条第２号に規定する外国会社を含みます。）をいい

ます。

２　その会社又はその会社との間に支配関係（その会社が他の法人の発行済株式又は出資（他の法人

が有する自己の株式等を除きます。）の総数又は総額の50％を超える数又は金額の株式等を直接又

は間接に保有する関係として租税特別措置法施行令第40条の８の５第８項において準用する同令第

40条の８第９項に定める関係をいいます。）がある法人がその特別関係会社の株式等を有する場合

に限ります。

３　「資産管理会社」とは、租税特別措置法第70条の７の５第２項第３号に規定する資産保有型会社※１

又は同項第４号に規定する資産運用型会社※２をいいます。

　　なお、㋑贈与の日まで引き続き３年以上にわたり、商品の販売や資産の貸付け（特例経営承継受

贈者及び特例経営承継受贈者と特別の関係がある者に対する貸付けを除きます。）などの業務を行

っていること、㋺贈与の時において特例経営承継受贈者及び当該特例経営承継受贈者と生計を一に

する親族以外の常時使用する従業員の数が５人以上であること、㋩贈与の時においてその会社が㋺

の常時使用する従業員が勤務している事務所、店舗、工場等を所有し又は賃借していること、など

一定の要件を満たす場合には、資産管理会社に該当しません。

　　※１　「資産保有型会社」とは、贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始の日から納税

の猶予に係る期限が確定する日までの期間内に特定資産※３の保有割合が会社の貸借対照表に計

上されている帳簿価額の総額の70％以上の会社をいいます。

　　ただし、平成31年４月１日以後に事業活動のために必要な資金の借入れを行ったことなど一

定の事由が生じたことにより当該期間内のいずれかの日において会社に係る特定資産※３の保有

割合が70％以上となった場合には、その事由が生じた日から同日以後６か月を経過する日まで

の期間は、除かれます。

２　「資産運用型会社」とは、贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始の日から納税の

猶予に係る期限が確定する日までに終了する事業年度の末日までの期間内のいずれかの事業年

度における特定資産※３からの運用収入が総収入金額の75％以上の会社をいいます。

　　ただし、平成31年４月１日以後に事業活動のために必要な資金を調達するために特定の資産

を譲渡したことなど一定の事由が生じたことによりその期間内に終了するいずれかの事業年度

における会社に係る特定資産の運用収入の割合が75％以上となった場合には、その事業年度の

開始の日からその事業年度終了の日の翌日以後６か月を経過する日の属する事業年度終了の日

までの期間は、除かれます。

３　「特定資産」とは、有価証券、自ら使用していない不動産（不動産の一部について現に自ら

使用していない場合には、自ら使用していない部分に限ります。）、現金・預貯金等（特例経

営承継受贈者及び特例経営承継受贈者と特別の関係がある者に対する貸付金、未収金及びその

他これらに類する資産を含みます。）をいいます。

４　「風俗営業会社」とは、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規定

する性風俗関連特殊営業に該当する事業を営む会社をいいます。

（注）１　該当する人が２人又は３人以上ある場合には、その会社が定めた２人又は３人までに限ります。

２　④のイ又はロのいずれの場合に該当するかは、同一の贈与者から同一年中に同一の会社の非上場

株式等を贈与により取得した者の数によります。

３　「会社の役員」とは、会社法第329条第１項に規定する役員又は業務を執行する社員をいいます。

４　「非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除」及び「非上場株式等の贈与者が死亡した

場合の相続税の納税猶予及び免除」については、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】

に掲載されている「相続税の申告のしかた」を参照してください。以下同じです。

「円滑化法の認定」を受けていること。

資産管理会社（注３）に該当しないこと。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

中小企業者（注６）であること。

会社の特定特別関係会社（注８）が非上場会社に該当すること。

会社の特定特別関係会社が風俗営業会社（注４）に該当しないこと。

会社の特定特別関係会社が中小企業者（注６）であること。

風俗営業会社（注４）に該当しないこと。

贈与の時において常時使用する従業員の数が１人以上であること。
なお、この制度の対象となる会社の特別関係会社（注１）が会社法第２条第２号に規定する外国会社に
該当する場合（注２）には、常時使用する従業員の数が５人以上であること。

租税特別措置法施行令第40条の８の５第１項第２号イからハまでに掲げる者（上記イ②に掲げる者）
以外の者が会社法第108条第１項第８号に掲げる事項について定めのある種類株式を保有していない
こと。

贈与前３年以内に特例経営承継受贈者及び特例経営承継受贈者と特別の関係がある者から現物出資又
は贈与により取得をした資産がある場合において、贈与の時におけるその資産の価額（注７）の合計額
が会社の資産の価額の合計額の70％以上とならないこと。

贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度における総収入金額（営業外収益及び特別利益以外のも
のに限ります。）が零を超えること（注５）。

　ハ　会社の要件
　制度の対象となる会社は、非上場会社で、次のいずれにも該当する会社であること。

（注）１　①又は②のいずれの場合に該当するかは、同一の贈与者から同一年中に同一の会社の非上場株式等を贈与

により取得した者の数によります。

２　上記の表の算式中の符号は次のとおりです。

 「ａ」… 贈与者が贈与の直前に保有する会社の非上場株式等の数

       「ｂ」… 贈与の時における会社の発行済株式等の総数

       「ｃ」… 特例経営承継受贈者が贈与の直前に保有する会社の非上場株式等の数

       「ｄ」… 贈与直後におけるそれぞれの特例経営承継受贈者の保有する会社の非上場株式等の数

       「ｅ」… 贈与直後における贈与者の保有する会社の非上場株式等の数

３　「非上場株式等」又は「発行済株式等」は、議決権に制限のないものに限ります。

４　持分会社の場合も上記に準じます。

（注）１　国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に「非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除

の特例（特例措置）に係る適用要件チェックシート及び提出書類チェックシート」を掲載しています。

２　この制度の適用を受ける非上場株式等の全てを担保として提供した場合には、猶予された税額及び利子税

の額に見合う担保の提供があったものとみなされます。

３　非上場会社の株式を担保として提供する場合については、詳しくは税務署にお尋ねください。

　二　特例対象贈与の要件
　この制度の適用を受けるためには、次の表の区分に応じ、それぞれ次の一定数以上の非
上場株式等の贈与を受けていることが要件となります。

　ホ　申告の手続
　この制度の適用を受けるためには、贈与税の申告書に一定の書類を添付して期限内に提
出するとともに猶予される税額及び利子税の額に見合う担保（この制度の適用を受ける非
上場株式等でなくても差し支えありません。）を提供する必要があります。

　ヘ　納税猶予期間中の手続
　この制度の適用を受けている特例経営承継受贈者は、猶予されている税額が免除されるま
で又は猶予されている税額の全部について納税の猶予が打ち切られるまでの間、特例経営贈
与承継期間内は毎年、特例経営贈与承継期間の経過後は３年ごとに、引き続いてこの制度
の適用を受ける旨及びこの制度の適用を受けた非上場株式等に係る会社の状況等に関する
事項を記載した届出書（以下「継続届出書」といいます。）に、一定の書類を添付して提
出しなければなりません。
　なお、継続届出書の提出がない場合には、原則として、この制度の適用が打ち切られ、
猶予されている税額と利子税を納付しなければなりません。

特例経営承継受贈者が１人の場合

特例経営承継受贈者が２人又は３人の場合

次のイ及びロを満たす数の非上場株式等の贈与

イ　ｄ≧ｂ×１/10

ロ　ｄ＞ｅ

要件

要件

①

②

次のイ又はロの区分に応じ、それぞれの数の贈与

イ　ａ≧ｂ×２/３－ｃの場合

ロ　ａ＜ｂ×２/３－ｃの場合

「ｂ×２/３－ｃ」以上の数の贈与

「ａ」の全ての贈与

５　贈与の日がその贈与の日の属する事業年度の末日である場合には、その贈与の日の属する事業年

度及びその事業年度の直前の事業年度における総収入金額が零を超える必要があります。

６　「中小企業者」とは、円滑化法第２条各号のいずれかに該当する会社をいいます。

７　その会社が贈与の時において現物出資又は贈与により取得した資産を既に有していない場合には、

その贈与の時に有していたものとしたときにおけるその資産の価額をいいます。

８　「特定特別関係会社」とは、租税特別措置法施行令第40条の８の５第７項において準用する同令

第40条の８第８項に規定する会社をいい、この制度の適用を受ける非上場株式等に係る会社、その会

社の代表権を有する者やその会社の代表権を有する者と生計を一にする親族などが、総株主等議決

権数の50％を超える議決権数を保有する場合の会社（会社法第２条第２号に規定する外国会社を含

みます。）をいいます。
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（注）１　「特別関係会社」とは、租税特別措置法施行令第40条の８の５第６項において準用する同令第40

条の８第７項に規定する会社をいい、この制度の適用を受ける非上場株式等に係る会社、その会社

の代表権を有する者やその会社の代表権を有する者の親族などが、総株主等議決権数の50％を超え

る議決権数を保有する場合の会社（会社法第２条第２号に規定する外国会社を含みます。）をいい

ます。

２　その会社又はその会社との間に支配関係（その会社が他の法人の発行済株式又は出資（他の法人

が有する自己の株式等を除きます。）の総数又は総額の50％を超える数又は金額の株式等を直接又

は間接に保有する関係として租税特別措置法施行令第40条の８の５第８項において準用する同令第

40条の８第９項に定める関係をいいます。）がある法人がその特別関係会社の株式等を有する場合

に限ります。

３　「資産管理会社」とは、租税特別措置法第70条の７の５第２項第３号に規定する資産保有型会社※１

又は同項第４号に規定する資産運用型会社※２をいいます。

　　なお、㋑贈与の日まで引き続き３年以上にわたり、商品の販売や資産の貸付け（特例経営承継受

贈者及び特例経営承継受贈者と特別の関係がある者に対する貸付けを除きます。）などの業務を行

っていること、㋺贈与の時において特例経営承継受贈者及び当該特例経営承継受贈者と生計を一に

する親族以外の常時使用する従業員の数が５人以上であること、㋩贈与の時においてその会社が㋺

の常時使用する従業員が勤務している事務所、店舗、工場等を所有し又は賃借していること、など

一定の要件を満たす場合には、資産管理会社に該当しません。

　　※１　「資産保有型会社」とは、贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始の日から納税

の猶予に係る期限が確定する日までの期間内に特定資産※３の保有割合が会社の貸借対照表に計

上されている帳簿価額の総額の70％以上の会社をいいます。

　　ただし、平成31年４月１日以後に事業活動のために必要な資金の借入れを行ったことなど一

定の事由が生じたことにより当該期間内のいずれかの日において会社に係る特定資産※３の保有

割合が70％以上となった場合には、その事由が生じた日から同日以後６か月を経過する日まで

の期間は、除かれます。

２　「資産運用型会社」とは、贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始の日から納税の

猶予に係る期限が確定する日までに終了する事業年度の末日までの期間内のいずれかの事業年

度における特定資産※３からの運用収入が総収入金額の75％以上の会社をいいます。

　　ただし、平成31年４月１日以後に事業活動のために必要な資金を調達するために特定の資産

を譲渡したことなど一定の事由が生じたことによりその期間内に終了するいずれかの事業年度

における会社に係る特定資産の運用収入の割合が75％以上となった場合には、その事業年度の

開始の日からその事業年度終了の日の翌日以後６か月を経過する日の属する事業年度終了の日

までの期間は、除かれます。

３　「特定資産」とは、有価証券、自ら使用していない不動産（不動産の一部について現に自ら

使用していない場合には、自ら使用していない部分に限ります。）、現金・預貯金等（特例経

営承継受贈者及び特例経営承継受贈者と特別の関係がある者に対する貸付金、未収金及びその

他これらに類する資産を含みます。）をいいます。

４　「風俗営業会社」とは、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規定

する性風俗関連特殊営業に該当する事業を営む会社をいいます。

（注）１　該当する人が２人又は３人以上ある場合には、その会社が定めた２人又は３人までに限ります。

２　④のイ又はロのいずれの場合に該当するかは、同一の贈与者から同一年中に同一の会社の非上場

株式等を贈与により取得した者の数によります。

３　「会社の役員」とは、会社法第329条第１項に規定する役員又は業務を執行する社員をいいます。

４　「非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除」及び「非上場株式等の贈与者が死亡した

場合の相続税の納税猶予及び免除」については、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】

に掲載されている「相続税の申告のしかた」を参照してください。以下同じです。

「円滑化法の認定」を受けていること。

資産管理会社（注３）に該当しないこと。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

中小企業者（注６）であること。

会社の特定特別関係会社（注８）が非上場会社に該当すること。

会社の特定特別関係会社が風俗営業会社（注４）に該当しないこと。

会社の特定特別関係会社が中小企業者（注６）であること。

風俗営業会社（注４）に該当しないこと。

贈与の時において常時使用する従業員の数が１人以上であること。
なお、この制度の対象となる会社の特別関係会社（注１）が会社法第２条第２号に規定する外国会社に
該当する場合（注２）には、常時使用する従業員の数が５人以上であること。

租税特別措置法施行令第40条の８の５第１項第２号イからハまでに掲げる者（上記イ②に掲げる者）
以外の者が会社法第108条第１項第８号に掲げる事項について定めのある種類株式を保有していない
こと。

贈与前３年以内に特例経営承継受贈者及び特例経営承継受贈者と特別の関係がある者から現物出資又
は贈与により取得をした資産がある場合において、贈与の時におけるその資産の価額（注７）の合計額
が会社の資産の価額の合計額の70％以上とならないこと。

贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度における総収入金額（営業外収益及び特別利益以外のも
のに限ります。）が零を超えること（注５）。

　ハ　会社の要件
　制度の対象となる会社は、非上場会社で、次のいずれにも該当する会社であること。

（注）１　①又は②のいずれの場合に該当するかは、同一の贈与者から同一年中に同一の会社の非上場株式等を贈与

により取得した者の数によります。

２　上記の表の算式中の符号は次のとおりです。

 「ａ」… 贈与者が贈与の直前に保有する会社の非上場株式等の数

       「ｂ」… 贈与の時における会社の発行済株式等の総数

       「ｃ」… 特例経営承継受贈者が贈与の直前に保有する会社の非上場株式等の数

       「ｄ」… 贈与直後におけるそれぞれの特例経営承継受贈者の保有する会社の非上場株式等の数

       「ｅ」… 贈与直後における贈与者の保有する会社の非上場株式等の数

３　「非上場株式等」又は「発行済株式等」は、議決権に制限のないものに限ります。

４　持分会社の場合も上記に準じます。

（注）１　国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に「非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除

の特例（特例措置）に係る適用要件チェックシート及び提出書類チェックシート」を掲載しています。

２　この制度の適用を受ける非上場株式等の全てを担保として提供した場合には、猶予された税額及び利子税

の額に見合う担保の提供があったものとみなされます。

３　非上場会社の株式を担保として提供する場合については、詳しくは税務署にお尋ねください。

　二　特例対象贈与の要件
　この制度の適用を受けるためには、次の表の区分に応じ、それぞれ次の一定数以上の非
上場株式等の贈与を受けていることが要件となります。

　ホ　申告の手続
　この制度の適用を受けるためには、贈与税の申告書に一定の書類を添付して期限内に提
出するとともに猶予される税額及び利子税の額に見合う担保（この制度の適用を受ける非
上場株式等でなくても差し支えありません。）を提供する必要があります。

　ヘ　納税猶予期間中の手続
　この制度の適用を受けている特例経営承継受贈者は、猶予されている税額が免除されるま
で又は猶予されている税額の全部について納税の猶予が打ち切られるまでの間、特例経営贈
与承継期間内は毎年、特例経営贈与承継期間の経過後は３年ごとに、引き続いてこの制度
の適用を受ける旨及びこの制度の適用を受けた非上場株式等に係る会社の状況等に関する
事項を記載した届出書（以下「継続届出書」といいます。）に、一定の書類を添付して提
出しなければなりません。
　なお、継続届出書の提出がない場合には、原則として、この制度の適用が打ち切られ、
猶予されている税額と利子税を納付しなければなりません。

特例経営承継受贈者が１人の場合

特例経営承継受贈者が２人又は３人の場合

次のイ及びロを満たす数の非上場株式等の贈与

イ　ｄ≧ｂ×１/10

ロ　ｄ＞ｅ

要件

要件

①

②

次のイ又はロの区分に応じ、それぞれの数の贈与

イ　ａ≧ｂ×２/３－ｃの場合

ロ　ａ＜ｂ×２/３－ｃの場合

「ｂ×２/３－ｃ」以上の数の贈与

「ａ」の全ての贈与

５　贈与の日がその贈与の日の属する事業年度の末日である場合には、その贈与の日の属する事業年

度及びその事業年度の直前の事業年度における総収入金額が零を超える必要があります。

６　「中小企業者」とは、円滑化法第２条各号のいずれかに該当する会社をいいます。

７　その会社が贈与の時において現物出資又は贈与により取得した資産を既に有していない場合には、

その贈与の時に有していたものとしたときにおけるその資産の価額をいいます。

８　「特定特別関係会社」とは、租税特別措置法施行令第40条の８の５第７項において準用する同令

第40条の８第８項に規定する会社をいい、この制度の適用を受ける非上場株式等に係る会社、その会

社の代表権を有する者やその会社の代表権を有する者と生計を一にする親族などが、総株主等議決

権数の50％を超える議決権数を保有する場合の会社（会社法第２条第２号に規定する外国会社を含

みます。）をいいます。
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　１の｢非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例｣の適用を受ける特例経営承継受
贈者（贈与を受けた年の１月１日において20歳以上の者に限ります。）については、その贈与を受け
た時において贈与者（同日において60歳以上の者に限ります。）の「直系卑属（子や孫など）である
推定相続人」又は「孫」以外の者であっても、相続時精算課税の適用を受けることができます。
　なお、相続時精算課税の適用を受ける場合の手続については５ページを参照してください。

２　非上場株式等についての贈与税の納税猶予の特例措置の適用を受ける場合の相続時精算課税

適用者の特例

　円滑化法の認定（注１）を都道府県知事から受ける非上場会社の後継者である受贈者（以下
「経営承継受贈者」といいます。）が、贈与者から当該非上場会社の非上場株式等を贈与によ
り取得（経営贈与承継期間（注２）の末日までに贈与税の申告書の提出期限が到来する贈与に限
ります。）をし、その会社を経営していく場合には、経営承継受贈者が納付すべき贈与税のう
ち、一定の税額の納税が猶予され、贈与者が死亡した場合等には、その全部又は一部が免除さ
れます。
　ただし、免除されるまでに、一般措置の適用を受けた非上場株式等を譲渡するなど一定の場
合には、その猶予された税額の全部又は一部について納税の猶予が打ち切られ、その税額と利
子税を納付しなければなりません。
　この制度の適用要件など、詳しくは国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載され
ている下記の資料をご覧ください。

３  非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除（租税特別措置法第70条の７）【一般措置】

【非上場株式等の納税猶予及び免除の特例】
　○あらまし
　 ・非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予・免除（法人版事業承継税制）のあらまし

・非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予・免除（法人版事業承継税制）に係る災害等に関する措
置の概要

　 ・法人版事業承継税制の適用を受けられている方に～継続届出書の提出について～
　 ・非上場株式等についての相続税・贈与税の納税猶予（担保の提供に関するQ＆A）
　○チェックシート

・（令和２年分用）「非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除」（一般措置）の適用要件及び提出
書類チェックシート

　○贈与税の申告のしかた
　 ・特例の概要等（非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例等）

（注）１　都道府県知事の「円滑化法の認定」を受けるためには、原則として、贈与を受けた年の翌年１月15日までに

その申請を行う必要があります。この認定を受けるための具体的な要件や手続については、会社の主たる事

務所が所在する都道府県の担当課にお尋ねください。担当課については、パンフレット「非上場株式等につ

いての贈与税・相続税の納税猶予・免除（法人版事業承継税制）のあらまし」などでご確認ください。

２　「経営贈与承継期間」とは、この制度の適用に係る贈与の日の属する年分の贈与税の申告書の提出期限の

翌日から次に掲げる日のいずれか早い日又はこの制度の適用を受ける経営承継受贈者若しくは経営承継受贈

者に係る贈与者の死亡の日の前日のいずれか早い日までの期間をいいます。

①　経営承継受贈者の最初のこの制度の適用に係る贈与の日の属する年分の贈与税の申告書の提出期限の翌

日以後５年を経過する日

②　経営承継受贈者の最初の「非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除」の適用に係る相続に係

る相続税の申告書の提出期限の翌日以後５年を経過する日

　○　制度の概要 
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贈

与

申

告

期

限

先代事業者の死亡等

申告・担保提供

要件を満たさ

なくなった場合

事業の用に供さ

なくなった場合

猶予税額の

全部と利子

税を納付

猶予税額
の免除

猶予税額が免除される「死亡」以外の例
○ 一定の障害事由に該当した場合
○ 後継者へ特定事業用資産を贈与
○ 同族関係者以外の者に特定事業
用資産の一括譲渡をした場合（譲渡
対価等を上回る税額を免除）

○ 民事再生計画の認可決定等があった
場合（再計算後の猶予税額等を上回る
税額を免除）

○ 事業の継続が困難となった場合にお
いて、特定事業用資産の一括譲渡又は
事業を廃止するとき（再計算後の猶予税
額を上回る税額を免除）

・事業の継続
・青色申告
・事業用資産の保有継続

等

後継者の贈与税額のうち、この制度
の適用を受ける特定事業用資産に
対応する贈与税の納税を猶予

後継者の
青色申告の承認

先代事業者の
青色申告

対応する猶予

税額と利子税

を納付

「中小企業における経営の承継の円滑化に関する
法律」（円滑化法）に基づく都道府県知事の関与

「個人事業承継
計画」の提出・確認

円滑化法の認定
・ 事業、後継者に関
する要件の判定

９　個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予及び免除等

１ 個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予及び免除

　この特例の概要は、次の図のとおりです。なお、この特例については、平成31年１月１日から令和10年
12月31日までの10年間の特例とされています。

　円滑化法の認定（注１）を都道府県知事から受ける後継者である受贈者（以下「特例事業受贈者」
といいます。）が、青色申告（租税特別措置法第25条の２第３項の規定の適用に係るものに限り
ます。）に係る事業（不動産貸付業等を除きます。）を行っていた贈与者からその事業に係る特
定事業用資産（注２）の全てを贈与により取得（①平成31年１月１日から令和10年12月31日までの
間の取得で最初のこの特例の適用に係る贈与による取得及び②その期間内の取得で①の取得
の日（注３）から１年を経過する日までの間の贈与による取得に限ります。）をし、その事業を営
んでいく場合には、特例事業受贈者が納付すべき贈与税のうち、一定の税額の納税が猶予され、
特例事業受贈者が死亡した場合等（注４）には、その全部又は一部が免除されます。
　ただし、免除されるまでに、この特例の適用を受けた事業用資産を特例事業受贈者の事業の用
に供さなくなった場合など一定の場合には、その猶予された税額の全部又は一部について納税の
猶予が打ち切られ、その税額と利子税を納付しなければなりません。
　詳しくは、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載されている下記の資料をご
覧ください。

 【個人の事業用資産の納税猶予及び免除の特例】
 ○あらまし
　 ・個人の事業用資産についての贈与税・相続税の納税猶予・免除（個人版事業承継税制）のあらまし
 ○チェックシート

・（令和２年分用）「個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予及び免除」の適用要件及び提出書類チェックシート
 ○贈与税の申告のしかた

・特例の概要等（個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予及び免除等）

（注）１　都道府県知事の「円滑化法の認定」を受けるためには、原則として、贈与を受けた年の翌年の１月15
日までにその申請を行う必要があります。また、円滑化法の認定を受けるに当たっては、平成31年４月
１日から令和６年３月31日までに円滑化省令第16条第３号に規定する個人事業承継計画を都道府県知事
に提出し、円滑化省令第17条第１項第３号に該当することについての同条第１項の都道府県知事の確認
を受ける必要があります。

　　　　　円滑化法の認定に係る申請書の提出に関する窓口は特例事業受贈者の主たる事務所が所在する都道府
県です。また、個人事業承継計画の提出に関する窓口については贈与者の主たる事務所が所在する都道
府県になります。担当課については、パンフレット「個人の事業用資産についての贈与税・相続税の納
税猶予・免除（個人版事業承継税制）のあらまし」などでご確認ください。

２　「特定事業用資産」については、85ページを参照してください。
３　特例事業受贈者が、その事業に係る特定事業用資産について、最初に｢個人の事業用資産についての
相続税の納税猶予及び免除｣の適用を受けている場合には、「①の取得の日」は、その適用に係る相続
又は遺贈による取得の日となります。

４　贈与者が死亡した場合、この特例の適用を受けた特定事業用資産は、その贈与者から相続又は遺贈により
取得したものとみなされて相続税の課税の対象となります。なお、その際、一定の要件を満たす場合には、
その相続税についても納税の猶予が受けられます。詳しくは「相続税の申告のしかた」をご覧ください。

　特例の概要（1）
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適用要件

イ 贈与者の要件

次の区分に応じ、それぞれの要件に該当する人であること。

①
特定事業用資産を有していた者が贈与の時前において特定事業用資産に係る事業

を行っていた者である場合

要件

イからハまでの要件を全て満たすこと。

イ その贈与の時において所得税の納税地の所轄税務署長にその事業を廃止した旨
の届出書を提出していること又はこの特例の適用に係る贈与税の申告書の提出期
限までに提出する見込みであること。

ロ その事業について、贈与の日の属する年、その前年及びその前々年の確定申告書
を青色申告書により所得税の納税地の所轄税務署長に提出していること。

ハ 既にこの特例の適用に係る贈与をしている者（注１）に該当しないこと。

② 上記①以外の場合

要件

イからハまでの要件を全て満たすこと。

イ 特定事業用資産に係る事業を行っていた者に係るこの特例又は「個人の事業用資
産についての相続税の納税猶予及び免除」（注２）の適用に係る贈与又は相続開始の直
前において、その者と生計を一にする親族であること。

ロ イの贈与の時又は相続開始の時後に贈与をした贈与者であること。
ハ 既にこの特例の適用に係る贈与をしている者（注１）に該当しないこと。

同一年中に他の特例事業受贈者に特定事業用資産の贈与をしている者は含まれません。

ロ 特例事業受贈者の要件

贈与者からこの特例の適用に係る贈与により特定事業用資産を取得した人で、次のいずれにも

該当する人であること。

① 贈与の日において 歳以上であること。

② 「円滑化法の認定」を受けていること。

③
贈与の日まで引き続き３年以上にわたり特定事業用資産に係る事業（その事業に準ずる

ものとして一定のものを含みます。）に従事していたこと。

④
贈与の時から申告期限までの間に特定事業用資産に係る事業を引き継ぎ、その申告期限

まで引き続きその特定事業用資産の全てを有し、かつ、自己の事業の用に供していること。

⑤
申告期限において、特定事業用資産に係る事業について開業の届出書を提出しているこ

と及び青色申告の承認を受けていること　　　。注１

⑥
特定事業用資産に係る事業が、贈与の時において、資産保有型事業（注２）、資産運用型

事業（注３）及び風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規定す
る性風俗関連特殊営業のいずれにも該当しないこと。

⑦
円滑化省令第 条第１項の都道府県知事の確認（同項第３号に係るものに限るものとし、

円滑化省令第 条第７項の規定による変更の確認を受けたときは、その変更後のもの）を受
けた者であること。

（注） １

（注） １

　「個人の事業用資産についての相続税の納税猶予及び免除」については、「相続税の申告のしか
た」を参照してください（以下同じです。）。

２

青色申告の承認を受けるためには、業務を開始した日（贈与の日）から２か月以内に、税務署長

に申請を行う必要があります。ただし、後継者が、贈与前から他の業務を行っている場合には、青

色申告をしようとする年分のその年の３月 日までに申請を行うことが必要です。

２ 「資産保有型事業」とは、租税特別措置法第 条の６の８第２項第４号に規定する事業をいい、

この特例の適用に係る贈与の日の属する年の前年１月１日から猶予されていた税額の全部につき

納税の猶予に係る期限が確定する日までの期間内において、特定資産※の保有割合が、その事業に

係る貸借対照表に計上されている総資産の帳簿価額の総額の ％以上の事業をいいます。

ただし、特例事業受贈者の事業活動のために必要な資金の借入れを行ったことなど一定の事由が

　この特例の適用を受けるためには、次の要件等を満たす必要があります。詳しくは国税庁ホー

ムページ【https://www.nta.go.jp】をご覧いただくか、税務署にお尋ねください。

（2）

生じたことにより、その保有割合が ％以上となった場合には、その事由が生じた日から同日以後

６か月を経過する日までの期間は、上記の期間から除かれます。84



※ 「特定資産」とは、有価証券、自ら使用していない不動産（不動産の一部について現に自ら使

用していない場合には、自ら使用していない部分に限ります。）、現金・預貯金等（特別関係者に

対する貸付金、未収金及びその他これらに類する資産を含みます。）の一定の資産をいいます。

３ 「資産運用型事業」とは、租税特別措置法第 条の６の８第２項第５号に規定する事業をいい、

この特例の適用に係る贈与の日の属する年の前年１月１日から猶予されていた税額の全部につき

納税の猶予に係る期限が確定する日の属する年の前年 月 日までの期間内のいずれかの年にお

いて、特定資産からの運用収入が総収入金額の ％以上の事業をいいます。

ただし、特例事業受贈者の事業活動のために必要な資金を調達するために特定資産を譲渡したこ

となど一定の事由が生じたことにより、その運用収入の割合が ％以上となった場合には、その事

由が生じた年の１月１日からその翌年の 月 日までの期間は、上記の期間から除かれます。

ハ 特例の対象となる特定事業用資産

特例の対象となる特定事業用資産は、贈与者の事業の用に供されていた次に掲げる資産（贈与

者のこの特例の適用に係る贈与の日の属する年の前年分の事業所得に係る青色申告書の貸借対照

表※に計上されているものに限ります。）をいいます。

※ 贈与者が84ページのイ②の者に該当する場合には、特定事業用資産に係る事業を行っていた者に係るこ

の特例の適用に係る贈与の日又は「個人の事業用資産についての相続税の納税猶予及び免除」の適用に係る

相続開始の日の属する年の前年分のその事業を行っていた者の事業所得に係る青色申告書の貸借対照表と

なります。

（ｲ）　宅地等（土地又は土地の上に存する権利をいい、その宅地等の面積の合計のうち400㎡以下の

部分であって、建物又は構築物の敷地の用に供されている一定のものに限ります。）　

（ﾛ） 建物（ に限ります。）その建物の床面積の合計のうち ㎡以下の部分であって一定のもの

（ﾊ） 減価償却資産（（ﾛ）に掲げるものを除きます。）で次に掲げるもの

Ａ 固定資産税の課税対象とされる償却資産（機械装置など）

Ｂ 自動車税又は軽自動車税において営業用の標準税率が適用される自動車

ホ 納税猶予期間中の手続

Ｃ その他一定のもの（貨物運送用など一定の自動車、乳牛 ･ 果樹等の生物、特許権等の無形

固定資産）

（注）　上記（ｲ）から（ﾊ）までに掲げる資産は、その事業の用以外の用に供されていた部分があるときは、

その事業の用に供されていた部分に限られます。

ニ 申告の手続

この特例の適用を受けるためには、贈与税の申告書に一定の書類を添付して期限内に提出する

とともに猶予される税額及び利子税の額に見合う担保を提供する必要があります。

なお、この特例の適用に係る贈与により宅地等又は建物である特定事業用資産を取得した日の

属する年中においてその贈与者から贈与により宅地等又は建物である特定事業用資産を取得した

他のこの特例を受けようとする者がいる場合には、その特例事業受贈者がこの特例を受けるもの

の選択についてのその他の者の同意が必要です。

（注）　国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に「個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予

及び免除に係る適用要件チェックシート及び提出書類チェックシート」を掲載しています。

　この特例の適用を受けている特例事業受贈者は、猶予されている税額が免除されるまで又は猶

予されている税額の全部について納税の猶予が打ち切られるまでの間、３年ごとに、引き続いて

この特例の適用を受ける旨及びこの特例の適用を受けた事業用資産に係る事業の状況等に関する

事項を記載した届出書（以下「継続届出書」といいます。）に、一定の書類を添付して提出しな

ければなりません。

　なお、継続届出書の提出がない場合には、原則として、この特例の適用が打ち切られ、猶予さ

れている税額と利子税を納付しなければなりません。

２ 　個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予及び免除の適用を受ける場合の相続時精算課税
適用者の特例

　１の「個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予及び免除」の適用を受ける特例事業受贈

者（贈与を受けた年の１月１日において20歳以上の者に限ります。）については、その贈与を受け

た時において贈与者（同日において60歳以上の者に限ります。）の「直系卑属（子や孫など）であ

る推定相続人」又は「孫」以外の者であっても、相続時精算課税の適用を受けることができます。

　なお、相続時精算課税の適用を受ける場合の手続については５ページを参照してください。

適用要件

イ 贈与者の要件

次の区分に応じ、それぞれの要件に該当する人であること。

①
特定事業用資産を有していた者が贈与の時前において特定事業用資産に係る事業

を行っていた者である場合

要件

イからハまでの要件を全て満たすこと。

イ その贈与の時において所得税の納税地の所轄税務署長にその事業を廃止した旨
の届出書を提出していること又はこの特例の適用に係る贈与税の申告書の提出期
限までに提出する見込みであること。

ロ その事業について、贈与の日の属する年、その前年及びその前々年の確定申告書
を青色申告書により所得税の納税地の所轄税務署長に提出していること。

ハ 既にこの特例の適用に係る贈与をしている者（注１）に該当しないこと。

② 上記①以外の場合

要件

イからハまでの要件を全て満たすこと。

イ 特定事業用資産に係る事業を行っていた者に係るこの特例又は「個人の事業用資
産についての相続税の納税猶予及び免除」（注２）の適用に係る贈与又は相続開始の直
前において、その者と生計を一にする親族であること。

ロ イの贈与の時又は相続開始の時後に贈与をした贈与者であること。
ハ 既にこの特例の適用に係る贈与をしている者（注１）に該当しないこと。

同一年中に他の特例事業受贈者に特定事業用資産の贈与をしている者は含まれません。

ロ 特例事業受贈者の要件

贈与者からこの特例の適用に係る贈与により特定事業用資産を取得した人で、次のいずれにも

該当する人であること。

① 贈与の日において 歳以上であること。

② 「円滑化法の認定」を受けていること。

③
贈与の日まで引き続き３年以上にわたり特定事業用資産に係る事業（その事業に準ずる

ものとして一定のものを含みます。）に従事していたこと。

④
贈与の時から申告期限までの間に特定事業用資産に係る事業を引き継ぎ、その申告期限

まで引き続きその特定事業用資産の全てを有し、かつ、自己の事業の用に供していること。

⑤
申告期限において、特定事業用資産に係る事業について開業の届出書を提出しているこ

と及び青色申告の承認を受けていること　　　。注１

⑥
特定事業用資産に係る事業が、贈与の時において、資産保有型事業（注２）、資産運用型

事業（注３）及び風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規定す
る性風俗関連特殊営業のいずれにも該当しないこと。

⑦
円滑化省令第 条第１項の都道府県知事の確認（同項第３号に係るものに限るものとし、

円滑化省令第 条第７項の規定による変更の確認を受けたときは、その変更後のもの）を受
けた者であること。

（注） １

（注） １

　「個人の事業用資産についての相続税の納税猶予及び免除」については、「相続税の申告のしか
た」を参照してください（以下同じです。）。

２

青色申告の承認を受けるためには、業務を開始した日（贈与の日）から２か月以内に、税務署長

に申請を行う必要があります。ただし、後継者が、贈与前から他の業務を行っている場合には、青

色申告をしようとする年分のその年の３月 日までに申請を行うことが必要です。

２ 「資産保有型事業」とは、租税特別措置法第 条の６の８第２項第４号に規定する事業をいい、

この特例の適用に係る贈与の日の属する年の前年１月１日から猶予されていた税額の全部につき

納税の猶予に係る期限が確定する日までの期間内において、特定資産※の保有割合が、その事業に

係る貸借対照表に計上されている総資産の帳簿価額の総額の ％以上の事業をいいます。

ただし、特例事業受贈者の事業活動のために必要な資金の借入れを行ったことなど一定の事由が

　この特例の適用を受けるためには、次の要件等を満たす必要があります。詳しくは国税庁ホー

ムページ【https://www.nta.go.jp】をご覧いただくか、税務署にお尋ねください。

（2）

生じたことにより、その保有割合が ％以上となった場合には、その事由が生じた日から同日以後

６か月を経過する日までの期間は、上記の期間から除かれます。 85



　災害その他やむを得ない理由によって、申告書の提出期限までに申告・納付ができないとき
は、受贈者の住所地の所轄税務署長に申請することにより、その理由がやんだ日から２か月以内
に限り、申告・納付の期限が延長されます。

1 10 により を た場合 

の計算の特例 用財産 自動 特例）  

贈与税の申告 に、贈与を受けた財 によ を受けた場合で、次の表のいずれかに該

当するときは、贈与税額の計算におけるその財産の価額は、 を受けた 分の価額を控除した価額と

することができます。 

1 贈与税の課税価格の計算の基礎とな 財産の価額の 分の める が 0

2 
産 ）、 産

） （以下 」といいます。）

の計算の特例（特定 等 等の特例） 

日（注）の属する年（その特 生日が１月１日から贈与税の申告書の提出

、その 年。 。）の１月１日からその特

生日の 日ま に贈与を受けた財産でその特 生日において していたものの

、次の表 る特 又は特 がある場合には、贈与税額の計算におけるそれらの価

は、

額

その特 生日に係る特 の 後の価額とすることができます。 

 特定 とは の た 第
し た い と の

）

特定土地等 、
 

特定株式等 
に （ 価 ます。） 上 る

の申告書の提出 特例 

（4）個別指定による期限延長 

特 生日の属する年の１月１日から 月 日まで 贈与を受け、上記 適用を受

けることができる人の贈与税の申告書の 限が特 （特 に係る 第

により れた申告に 限と特 生日の 日から 月を 過する日とのいず

れ い日をいいます。）の 以 ある場合には、その贈与税の申告書の提出 は、その特 日

となります。 
 

取 、 又は
す

はありませんが、次の（4）の期限延長の適用を受
けることができます。

  

 

 

【その他特例の概要等】

○　贈与税については、これらの特例のほか、次の特例があります。次の特例の概要等について、詳し
くは国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載されている下記の資料をご覧ください。

　・医療法人の持分に係る経済的利益についての納税猶予及び免除・税額控除の特例
　・医療法人の持分を有する個人の死亡に伴い贈与又は遺贈があったものとみなされる場合の特例
　・医療法人の持分の放棄があった場合の贈与税の課税の特例
　・相続時精算課税の適用を受ける山林についての相続税の課税価格の軽減措置

 贈与税（暦年課税）の税額の計算明細 
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